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議 事

● 大変お待たせいたしました。予定の時刻になりましたので，ただいまから法制審議会刑事

法（公訴時効関係）部会の第７回会議を開催いたします。

● 本日も，御多用中のところを御参集いただきましてありがとうございます。

前回，要綱骨子案について一巡り議論を行いましたけれども，本日もこの要綱骨子案に基

づいて更に議論を詰めてまいりたいと思います。また今回，○○委員初め弁護士会関係の

３名の委員・幹事の方々から，個別の事件の公訴時効の進行に関して特別の取扱いをする

Ｃ－１案，Ｃ－２案とも異なる 「Ｃ－３案」とでもいうべき修正案の御提示がありました。，

今回初めて御提出いただいたものでございますので，要綱骨子案の議論に入る前に，この

今回御提出の修正案に関する議論をまず行わせていただきたいと思いますけれども，そう

いうことでよろしいでしょうか。

それでは，この修正案と仮に呼ばせていただきますが，これについて審議を行いたいと思

いますけれども，初めに御提案いただきました委員・幹事の方々のうち，どなたからでも

結構ですので，この修正案の趣旨，内容について簡単に御説明をお願いできればと思いま

す。

● では○○幹事の方からお願いします。

● それでは，○○幹事，お願いします。

● それでは，前々回に提案すると言っていたものですが，これはこれまでの議論にもありま

したように，基本的に私どもは今回のようなドラスティックな廃止，大幅な延長ではなく，

これは苦肉の策ではありますけれども，個別の事案について現在の，平成１６年改正によ

る現行法の公訴時効期間を事実上延長するというような扱いをするという案を考えてみま

した。これは基本的にはＣ－２をベースとしておりますけれども，この間のこの部会にお

ける議論を踏まえまして，Ｃ－２案についてこれまでの議論で最大の批判を浴びていたの

は，被疑者がいない段階で裁判所が公訴時効を延長する，中断又は提出することを認める

という，そういう判断をすることについての憲法３１条違反などであったと思います。ま

た後の，被告人の裁判に対する影響などが御指摘がありました。

つきまして，今回このＣ－２案をベースとしつつも，裁判所が判断するのではなく検察官

の公告という一方的な行為をもって中断を認め，ただし事後的にその被疑者が身柄を確保

された段階で裁判所が判断するという形での構想でつくったものであります。もちろん裁

判所が，後の裁判所で判断するということについては，受訴裁判所がそれを行うという考

え方もあるところですが，やはり逮捕，勾留などさまざまな身柄確保後の捜査が行われる

ことを考えると，受訴裁判所ではちょっと判断が遅過ぎるのではないかということから，

この案では勾留の裁判所の段階で判断をするという，そういう枠組みを考えてみました。

このペーパーの１，２，３，４，５，６とありますけれども，１番は要件の部分でござい

まして，基本的にはＣ－２案で示されていた二つの場合，すなわち被疑者を氏名等で特定

できないという場合，又は特定された被疑者の身柄を確保できないためという二つの場合

について公訴が提起することができない事件ということをまず対象とした上で，その次の

（２）のところでは，一応死刑に当たる罪，それから無期の懲役・禁錮に当たる罪，更に

この案では性犯罪である強姦罪と強制わいせつ罪も対象にしております。
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１の（３）のところでは，私どもとしては被害者等の申し出がある場合，又は被害者がい

ない，例えば全員被害者といいますか，被害者となるべき人が死んでいるとかいう場合は，

検察官が自ら事件の「罪質・犯状」等を考慮して必要があると認めた場合に，この制度が

適用できるようにしておりまして，どんな場合でもできるというものではないと考えてお

ります。

そして（４）では，どのようなレベルのものかということについては，Ｃ－２案ではかな

り高度な，犯人であることが確実であるとか高度なレベルの要件になっていたと思うので

すが，ここでは逮捕・勾留と同程度のレベルの証拠があると認められるということを要件

としております。

これについて（５）では，検察官が公訴時効の中断を求める公告というものを行う。そし

てその公告の際にあった証拠について，証拠の標目を記載した書面を作成し，確定日付を

得て，後でそれが検証できるようにしておくということで，この時効中断の公告というも

のを考えてみました。この公告については，公訴時効を中断する効力があると考える。こ

れは現在の刑事訴訟法にはこの中断という制度はなくて停止という制度になっております

が，法律では国税犯則取締法とか，一部まだ，昔のこれは戦前の刑訴にはあったのですけ

れども，一部そういう古い法律には現在もあるようですけれども，停止ではなくて中断と

いうことを考えております。これは，停止と考えてしまいますと捕まるまでずっと永遠に

停止し続けるということになってしまうと，廃止ではないという考え方に反するというこ

とで，一応中断ということにし，かつ３番では，その中断の場合でも最大２倍を超えるこ

とができないと。これはドイツの中断の制度に倣って２倍ということに考えてみました。

そして，平成１６年の改正によって，平成１６年１２月３１日までと１７年１月１日以降

では少し公訴時効が変わっておるのですけれども，それを踏まえて，例えば平成１６年改

正法以前の人については，例えば死刑に当たる罪は１５年という公訴時効が定められてい

ますから，現在の２５年を前提に最大５０年と考えますと，２回公告ができるということ

になる。１７年１月１日以降の事件については１回だけ公告ができると考えております。

４番のところは，では公告について事後的にその公告が要件を満たしていたかどうか，適

法かどうか，有効かどうかということについては，さっき言ったように受訴裁判所が判断

するという考え方もあるのですけれども，ここでは検察官が勾留請求をした段階で裁判所

が勾留を決定するわけですが，その判断に先立ってというか，勾留を判断する裁判所がそ

の段階で，検察官が公告した段階で証拠の標目が何かということを書いた書面を作成して

おりますので，それに基づき勾留の可否の前にそれを判断し，その段階で被告人又は弁護

人の意見を聞いた上でその要件を充たしていたかを判断し，それが認められる場合にはこ

れは中断されていたということで，そのまま引き続き勾留請求の可否を判断することにな

ります。また，その要件を充たしていないと判断される場合には，公訴時効が完成したこ

とを理由として，勾留請求を却下するとともに，以後の捜査及び訴追を打ち切る旨の判断

をそこで示すと考えております。また，この裁判はかなり重要なといいますか，単なる身

体拘束だけでない公訴時効の判断がありますので，３人の合議体で行うという特則を設け

るということを考えております。

この判断は一見大変難しそうに見えますが，実際には勾留請求の段階で，その段階での証

拠というものは同時に疎明資料として提出されますから，それと公告をした段階での証拠
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の標目を比較すれば，何が当時あって，その後何があるのかというその差が分かりますの

で，それほど難しい判断ではない。しかも，要件は逮捕・勾留と同様の要件ですからそれ

ほど難しい判断ではないと考えております。

そして，５番としては，この勾留請求を認容又は却下する裁判に対しては準抗告ができま

すけれども，その中で当然公訴時効の中断に関する可否についても争うことができるよう

にするという。当然と言えば当然でございます。

また６番ですが，これは当然現在進行形の公訴時効進行中の事件についても適用しないと，

現に遺族の方々がその分についていろいろと御要望されていることを満たすことができな

いということで，これは遡及効を認めるという形になっております。

ということで，大体そういう内容になっています。

● 分かりました。ありがとうございます。

まず今の○○幹事からの御説明について，御質問がございましたら，どなたからでもお願

いします。

● 質問です。この案の核心部分は，１の（５ 「公訴時効中断を求める公告 ，これは検察） 」

官の一方的行為のようですが，検察官はこの制度でいったい何を公告するのでしょうか。

公告に何を書くのかが分からないので教えてください。

● 基本的にはその被疑事件，そして公訴時効の中断を求めるという，そういう趣旨です。こ

の公告という制度を考えたのは，公告というのは現在第三者所有物に関してとられていま

すけれども，知ろうと思えば知ることができる官報とかに掲示したり，あと検察庁の掲示

板に掲示したりということです。

● そこには何が具体的に記載されるのですか。

● 内容は，被疑事実の要旨と，それについて公訴時効の中断を求めるという意思です。

● （１）の被疑者の氏名等が特定できない場合は，どうやって被疑事実を書くのでしょうか。

例えばＤＮＡ型とかを書くのですか。

● それはちょっと，書き方はどうかというのはありますけれども，その公告の中にどこまで

書くかというのはありますけれども，特定できているということが分かるような趣旨の表

示をするのではないかと思います。

● もう一点だけよろしいでしょうか。

● どうぞ。

● 対象犯罪は，死刑，無期の懲役・禁錮に当たる罪，それに加えて強姦，強制わいせつとい

うことになっておりますけれども，これについて意見がありますが，まず対象犯罪は本当

にこれでよろしいのでしょうか。死刑，無期ということになると，例えば傷害致死罪や危

険運転致死罪は入らない。しかし覚せい剤の密輸入のような被害者のいない犯罪も入ると

いうことになるのですが，そのような趣旨なのでしょうか。

● （３）の被害者等の申し出があるということが要件になっている関係で，被害者がある犯

罪に限られると考えておりまして，ただ傷害致死とかそういうものが入らないというのは

この今の書きぶりからすると入らないということになります。

● 分かりました。

● ほかの方はいかがですか。

● 御提案になっている制度の趣旨についての質問なのですが，最初に，公訴時効の廃止や大
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幅な延長というのはドラスティックなので，こういう形で個別の事件ごとに公訴時効期間

を事実上延長するものだという御説明がありました。その上で，ここに示された要件のも

とで時効の中断を認める根拠は，どういう点にあるのでしょうか。

● この要件の（４）というのがありますけれども，基本的にはいわゆる真犯人と疑われる人，

真犯人と考えられる人については，時効制度の趣旨というのは必ずしも妥当しないと考え

られることから，そういう場合については例外的にこの公訴時効制度の趣旨が妥当しない

と考えられるということから，そういう場合の例外を認めることは可能ではないかと考え

ています。

● 以前に取り上げたＣ－２案は，個別の事件において，公訴時効制度の趣旨と言われている

処罰感情の希薄化とかあるいは証拠の散逸というところが妥当しないということから，例

外を認めようという発想に基づくものだったのですが，今の御説明で，真犯人と疑われる

人については，時効制度の趣旨が妥当しないというのは，どのような意味なのですか。

● 事実状態の尊重とかそういうことです。そういうことについては，それが真犯人であれば

あまりこれを保護する必要はないと考えられますので，今，○○幹事が言われたＣ－２案

について説明されていたものということもあり得るとは思うのですが，ここでは主として

この１の（４）の要件がありますが，真犯人と考えられる人については，その証拠がある

という場合には例外的に公訴時効の中断を認めてもよいのではないかという観点でこれを

考えたものです。

● もう一点だけいいですか。

● 今は質問だけですが。

● はい。真犯人と考えられる人について時効制度の趣旨が妥当しないということと （４），

のところで逮捕するに至る嫌疑があればいいのだというところとは，どう結びついている

のですか。

● ここは要件をどう考えるかということなのですけれども，今回それは検察官の一方的な行

為で，公告という行為で中断を認めるという観点から，あまり高度なものを認める必要は

ないのではないか。そして本来であれば起訴に足りるだけのもの，つまり実体判決請求権

と言われている公訴権に関して，起訴に足りるだけの証拠というのが本来はあるべきかと

は思いますけれども，ここでは検察官の一方的行為で認めるという考え方なので，必ずし

もそこまでのレベルのものでなくてもよいのではないかということで，一応こういうレベ

ルにしたものです。

● 補足いたしますと，結局この（４）の要件というのは，実際その被疑者，被告人が具体的

にだれであるのかが特定されるとか，あるいは居場所が判明して捕まえられるという場合

については，現に逮捕ができ勾留ができるというような場合であるということです。した

がって，そのようなものについては本来逃げ隠れしない，あるいは特定ができれば手続が

できたのに，時効期間のゆえにそれができないというのは，いかにも被害を受けた犯罪被

害者の方々からすれば不合理だという，そういう考え方を根本的に取り入れたという理解

をしております。

● 今の御説明ですと，意見ではありません，言葉の使い方として，逮捕・勾留できる程度の

嫌疑のある人を「真犯人」と疑われるものと表現されるのは大変不適切ではないかと思う

のですが。
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● ちょっとすみません，私は「真犯人」という言葉は一切使ってなかったのです。○○幹事

は使っていますけれども。

● 対象犯罪なのですけれども，被害者がいる場合を（３）で読めるということでしたが，こ

ういう書き方ですと，文言だけ見ると （３）の「被害者等がいない」というのは，被害者，

等がいない犯罪も含むとも読めるのではないですか。

● そういう趣旨ではなくて，ちょっと言葉が足りないかもしれませんが，被害者がいること

を前提に，被害者が本来いるはずなのだけれども全員死んでいるというような場合は検察

官が判断するという趣旨です。

● また，傷害致死は入らず，危険運転致死や自動車運転過失致死も入らない。その理由をお

っしゃらなかったのですけれども。

● 本来的には，この制度は物すごく例外的なものと考えておりまして，全体について今回の

要綱案のような，すべてのそういう自動車運転過失致死傷といういわゆる過失的なもの，

傷害致死とか，そういうものを全部それを変えるというのではなくて，もうどうしてもこ

れは見過ごせないというものだけに絞って，例外的に苦肉の策としてつくるという観点な

ので，死刑，無期というのを基本にした上で性犯罪も入れたというだけでございます。

● 性犯罪を入れて，自動車運転過失致死とか傷害致死を落としたのはなぜなのですか。そこ

の理由について御説明がないので……。

● 性犯罪については，この間この部会に対しても意見書などが提出されていて，以前から性

犯罪については「心の殺人」という言われ方もして，被害の程度などについては非常に重

大であるという指摘がされているところで，それについてはやはり。

● 意見書が出ているので性犯罪を入れるというのは，それとして分かるのですけれども，同

じように自動車運転過失致死や傷害致死についても意見書が出ていますよね。

● 意見書が出ているから入れているという趣旨ではないのですが。

● 今言われたのは，意見書が出ているからということであったのではないのですか。

● いや，それと，性犯罪は「心の殺人」と言われるように重大な被害を及ぼすものであると

いうことを考慮して。

● そういう基準で，一方は入れ，一方は落としたと，こういうことですか。

● まず文言ですが，１の（３）の２行目の 「罪質・犯状」とありますが，この「犯状」と，

いう言葉は初めてなので，情けの方の犯情ではなくて。あえて「犯状」としたのですか。

● あえてではないです。ワープロの問題だと思います。情けの方です。要するに，罪質とい

うのは特定の犯罪の性質です。殺人なのか，それが何なのか。犯情というのは，具体的な

犯罪状況といいますか，計画的かとか。

● 私は特別な意味があると思って聞いたのですが。

● それはそういう趣旨で，特に深い意味はないです。

● それからもう一つですが，１の（５）の「公告」というのは，これは具体的には官報を考

えておられるのか，それとも検察庁の掲示板を考えておられるのか。

● 現在の第三者所有物の没収手続と全く同様で，これは官報とあと掲示板とか幾つかあった

と思うのですが，全く同じような方式を考えております。

● 第３，最後ですが，この１の（５）の「検察官は」という主語ですが，これは個人の担当

検察官を指すのですか。それとも例えば最高検察庁とか検事総長とか特定の権限を持つ合
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議体ないし組織の長を言うのか，それとも個別の担当検察官を言うのですか。

● そこは深く考えてはなかったのですが，両方あり得ると思います。

● 起訴と同じだとすると，すべての検察官ということですね。

● 担当検察官というイメージで，その事件を担当している人が，何らか一般的な意味で検察

官と呼んだものです。

● 公告というのは，要するに宣言行為ということですね。

● そうですね。

● 強姦罪と強制わいせつ罪のことでちょっと補足したいのですけれども，これを入れたのは，

「心の殺人」というのももちろんあるのですけれども，それから類型的に被害申告が遅れ

がちであるというような主張というか意見も出ていたので，ですからこれを入れたという

こと。小さいときにそういう被害を受けたときになかなか言い出しにくいというような御

意見もあったので，類型的に一つ被害申告が出しにくい，発覚しにくいということでこれ

を入れたということであります。その点補足します。

● 分かりました。もう一つ確認なのですけれども，この１の（４）の「当該被疑者」という

のは，氏名等によっては特定できないのだけれども，ＤＮＡ等では特定できているという

ことを前提にした考え方ということですか。

● はい，注の１に書いているのですけれども，そういう前提です。

● そうすると，さっきの○○委員の御質問のように，その「当該被疑者」を特定した公告を

しないといけないですよね。その「当該被疑者」にのみ効果が及ぶわけでしょうから。

● そうです。

● 恐らく，私よく存じ上げませんけれども，Ｃ－１というのがジョン・ドゥ起訴というのは

正に名前がだれかと分からないけれどもＤＮＡで特定できているというのは，それなりの

起訴の仕方として特定はあるのだろうと思いますので，もしこれを採用するのであれば，

それらを参考にしながら公告の内容を決めることも可能かなと思っております。

● そこは議論のあったところで，特定されていないという意見も出ましたね。議論に入って

しまいますが。

もう一つ，裁判所が絡む場面なのですけれども，実際上は，こういう重大な事件の場合に

は，被疑者が特定されれば逮捕して勾留請求すると思うのですが，理論的には勾留請求が

ないということもあり得るわけで，勾留というのは当然ではないので，その場合どうする

のかということと，また，勾留裁判所が検察官の公告による公訴時効中断の効力の有無に

ついて判断するということですが，それと受訴裁判所というか公判裁判所の関係はどうい

うことになるのかですね。受訴裁判所でももう一回見直すことはできるのか，できないの

か。この２点，お答えいただきたいと思うのですけれども。

● 実は，当初の考えていた案は，受訴裁判所が判断するという案を考えておりまして，ただ，

いろいろ検討している中で，この勾留段階でとしたのですが，勾留がない事件については

受訴裁判所が判断するという規定を設けることが必要であろうと思うのと，この受訴裁判

所がもう一回見直すことができるのか，つまり勾留段階での判断を覆すことができるかで

きないかということなのですけれども，現在の案では準抗告又は特別抗告で手続があるの

で，そこで争うということですので，それでいったん決まったことは受訴裁判所もそれを

引き継ぐというか，拘束されるということを，この案では考えております。
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● 拘束されるということですね，分かりました。

ほかに，案の中身についての，あるいは趣旨についての御質問がありましたら。 よろ―

しいですか。

それでは，御意見をいただければと思うのですけれども。

● 結論は，この案には反対です。反対の理由は山ほどあるのですけれども，４点ほど申し上

げます。

この案の核心部分は，逮捕，勾留できる程度の嫌疑，罪を犯したと疑うに足る相当な理由

があると検察官が考えたときには時効中断を求める公告というものを行う。要するに１の

（５）の公告という，先ほど御説明ありましたが，何かを掲示板等に，官報に記載すると，

その効果として時効中断効という訴訟法上重要な効果が発生する。

第１に，何で公告したら時効中断という効果が発生することになるのかが全く理解できな

い。要件と効果の合理的な関連がなく，その理由がはっきりしませんので，それだけでも

憲法３１条に違反すると思います。

それから，公告については第三者没収の規定にヒントを得られたとありましたが，そもそ

も公告というのはある人の権利が失わせられるかもしれないので，正当な権利者を保護す

るために一般的な形で告知をして，関係者に権利主張や不服等を言ってもらうという制度

だと思います。しかし，この案の公告は，もし公告がなければ時効が完成したかもしれな

い人の時効が中断されて，また最初からやり直すことになる。これはどう考えても，その

人の利益ではなくて不利益になるのです。そのような不利益な効果を発生させるために公

告をするというのが，一体公告という制度とそもそもどういう関係にあるのか。およそ公

告などという法制度を使う場面ではないのではないか。一生懸命考えたのですが，公告さ

れたら 「私は実は犯人と疑われている者でございます」と言って名乗り出ていただき，被，

告人として有罪無罪を争っていただくというのならまだ分かりますけれども，そういうこ

とはあり得ないので，この公告というのはおよそ人の権利保護の趣旨ではなくて，正に不

利益を与えるための前提要件として設定されている。そして相互の関係が全く分からない。

しかも，その要件になっている証拠状態というのは，前のＣ－２案では罪を犯したと疑う

に足る相当な理由ではなく，合理的な疑いを超える証明ができる程度の証拠だったのです

が，今回の案ではせいぜい逮捕勾留ができる要件，言いかえると，もしかすると起訴され

たら無罪判決が出るかもしれないような人々に対しても，そのような不利益な効果を発生

させる。ですから，もう言わなくていいと思いますけれども，このような制度設計自体が

およそ不合理であるとしか言いようがないと思います。

それから，この公告は，検察官の証拠についての裁量的判断により，しかも一方的宣言行

為としてできる。時効中断効という訴訟法上の重要な効果が，検察官という官憲の一方的

な判断で直ちに発生するのですね。しかもその要件は，先ほど言ったように非常に緩やか

な証拠上の要件でいい。そうだとすれば，これは検察官には悪いですが，やろうと思えば

恣意的な中断を行うことが可能になりますけれども，果たして制度としてそこには問題が

ないのかどうか。

以上が，この制度の持っている最大の問題点だと思います。さらに，大前提として，Ｃ－

２案が抱えていた理論的不当性がそのまま当てはまる。すなわち，現在の時効制度の基本

的な考え方に反する。このような個別の証拠状態，あるいは被害者，関係者の請求といっ
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たような個別事案の状況によって，一律に決まっている時効を個別的に中断するというそ

の発想と仕組み自体が，およそ現行法の基本的構成にはなじまない。以上の次第ですから，

やめた方がよいと思います。

● という御意見ですが，ほかの方は。

● ここに強姦罪，強制わいせつ罪というような性犯罪を入れていただいたということは評価

しております。しかし，こういう性犯罪については，今回はとにかく人を死亡させた罪に

限定されておりますので，こういうものは当たらない，今回の公訴時効の延長の対象に当

たっていないわけですね。ですけれども，そうしてＤＮＡが特定されているような場合に

公訴時効を中断するような訴えを認めようというケースは，むしろこういう性犯罪などに

妥当するようなものだと思います。ですから，人を死亡させた罪について特に公訴時効を

延長しようという，ここでの審議というものからかなり離れてきてしまうのではないかと

いう感じがちょっとしました。

私自身，性犯罪に対する公訴時効というのは，非常に短いと思っておりまして，そしてま

た今は強姦罪などの検挙率というのが大体７５パーセントぐらいと出ておりましたけれど

も，そういうふうに殺人などに比べてかなり検挙率が低いわけです。ですから，ＤＮＡな

どで特定できるようなケースについても非常に公訴時効が短いという，そこのところがか

なりの問題だと感じております。

ただ，今回の，人を死亡させたような凶悪な事件について考えるのだというところからは

離れてしまうかなと今思っております。ですから性犯罪の問題については，もっとほかに

もいろいろな問題がありますので，また別な機会にいろいろ考え直していただきたいとい

う希望は持っておりますが，今回これだけを入れてＤＮＡで特定できるようにしておくと

いう意味合いはあるかと思うのですけれども，特にここで無理して入れることはないかな

と考えております。

● 先ほど反対の理由の一番大事なところを言い損ないましたので，補充させていただきます。

先ほど言いましたとおり，この案では公告の効果として時効が完成しないという被疑者に

対する不利益が生ずるわけです。前のＣ－２案につきまして，私はそういう不利益を受け

る関与者に不服申立ての機会がないこと，それは憲法３１条の保障の核心部分であるノー

ティス・アンド・ヒアリングに反すると言いましたけれども，その点はここでも変わって

いないと思います。公告の一方的効果として中断効という不利益が生じ，さらに場合によ

ってはその後，犯人だという疑いが疎明されますと逮捕，勾留されるという不利益が予定

されているわけですけれども，そのような効果を生ずる公告そのものについて，不利益を

受けるであろう関係者，当事者の不服申立ての機会は設けられていません。これは事後的

に裁判官が出てくるところでやることになっているのですが，その前の段階について不服

申立ての機会がないことは疑いがない。そうすると，これは文面上憲法３１条違反という

ことになると思います。

● 私も結論的はこの案には反対でありますが，よくお考えになられて個別具体的な妥当性を

図りながら，現行の公訴時効制度は維持しようという御苦心の作かと存じます。問題はや

はり公告という制度でありまして，○○委員御指摘のとおり，公告というのは原則的には

利害関係人に対して権利の申出の機会を与える。第三者没収の応急措置法における公告も

そういう趣旨のものであることは間違いないわけです。それに対してここで言う公告は，
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検察官の一方的な意思表示を単に世の中に広く知らしめるというだけの公告ですから，公

告という制度にはなじまないのではないか。更にもしこういう制度をつくるとしても，裁

判所の関与をわざと外しておられるという御苦心の策は分かりますが，これはおよそだれ

もチェックできない制度ですよね。どういう合理的な証拠があるのか，それは証拠の標目

を掲げさせると言っても，じゃ本当にそういう証拠があるのかとか，その証拠の標目に対

応する証拠が現にあるのかとか，だれもチェックしない。そして中断の効果を認める。こ

んな制度はやはりあり得ないのではないですか。したがって，例えば検察審査会のような

制度をこれに関連して別途つくるような，そういうものとセットとしてならばあり得るか

なという気はいたしますけれども，これ単独ではとても実現可能性は私はあり得ないと思

います。

● 私が質問するのは適当でないかも知れませんが，こういう提案をなさる動機というか理由

がいまひとつよく分からないのです。確かに，被害者の申出がある場合に検察官が個別に

判断してということなのですけれども，ここまで行ったらＢ案とそんなに違わないのでは

ないかという感じがするのですね。Ｂ案でも，実際には結局，後で検察官が被疑者を特定

でき，あるいは被疑者を検挙できて，それで訴追できるだけの証拠があるというときに出

てくるわけですから。それとどこが違うのか，なぜこういう個別的処置ということにあえ

てこだわられるのか。その辺のところがよく分からないのと，疑うに足りる相当な理由も

ない人に比べれば，疑いに足りる相当な理由がある人の方が，確率としては真犯人である

確率が総体的には高いかもしれないですが，個別具体的に見ると，そうは必ずしも言えな

いはずですし，例えば例の小学校の女性の先生が殺害されて埋められていたのがずいぶん

後になって分かったという事件，あれは時効完成後に被疑者というか，犯人であろう人が

告白したので分かったわけですけれども，告白がなくても時効完成前に家が壊されるなど

して被害者の遺体が発見され，それを契機として被疑者が特定され，訴追できるだけの十

分な証拠が整うということもあり得ないわけではないと思うのですね。そういった場合と，

最初からＤＮＡ型等で被疑者が「特定」されている，といっても，ＤＮＡ型等の情報が分

かっているというだけだと思うのですけれども，後でそれに合致する人が出てきたという

場合とで，そんなに違いがあるのか，違った扱いができるのか，ですね。前者の場合には，

検察官の公告による中断の対象とはならず，法定の公訴時効期間の経過により公訴時効は

完成するのだけれども，後者の場合にはその対象となり，その２倍までの期間，公訴時効

は完成しない。その両者をどうして区別できるのか，区別することに正当性があるのか，

そこのところがどうもよく分からないのです。一般的に公訴時効期間を延長するよりは個

別の方が影響は小さいということは何度も言われたのですが，今言ったような二つの場合

の間で取扱いに区別をつけることの正当性はどこにあるのかについては，御説明がなくよ

く分からないので御説明いただきたいと思います。

もう一つ，勾留裁判所ないし裁判官の決定が受訴裁判所ないし公判裁判所を拘束するとい

うことなのですけれども，訴訟条件ないし公訴提起の要件があるかどうかというのは，公

判担当の裁判所が職権で判断しないといけないことなのに，別の裁判官なり裁判所の判断

がそれを拘束するということはあり得るのか。これは恐らく，今の訴訟法の考え方からす

ると極めて異質で，理屈としては成り立たないというか，おかしいのではないかという感

じがしますけれども。
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● 最初の方の個別と一律にという問題なのですけれども，基本的に私どもは平成１６年の改

正の内容について，今それを変える必要があるとは思わないのですけれども，変えるとし

ても正に変えるに値するものに絞ってというのですか，それなりの正当性というか合理性

があるものだけ変えるというのは分かるのですが，一律に今全部について時効制度を変え

るという方がむしろ私どもとしては違和感がありまして，変えるに当たっては変えるにあ

る程度合理性があると考えられるものに限って，個別的にというか対応することで，それ

をぎりぎり現在の被害者の声を背景とする国民の意識の変化に対応できるのではないかと

考えているので，その考え方のスタンスがもともと違うのかなと思っています。

第２の点ですけれども，確かに裁判所の判断で，もともとさっき言いましたように本当は

受訴裁判所が判断するというのを基本的に考えておったところなのですけれども，とりあ

えずこの案では勾留段階でとしていますけれども，本来的には受訴裁判所が判断するとい

うことなのかなとは思うのですが，ここはちょっとまだはっきり確定していないので，現

時点ではこの案を出させていただいたということです。

● １番目のところを合理的な理由がある場合と言われたけれども，後で犯人が分かって間違

いないという場合というのも考えられるわけですよね。その場合は何で不合理なのですか。

そういうたぐいの事案についても公訴時効の見直しをするというのはなぜ不合理なのです

か。そこが御説明がないものですから，ちょっと不可解なのです。

● それはでも，公訴時効制度を認める以上は公訴時効があることを前提に，それが終わった

後に犯人であることが。

● 小学校の先生の事件の場合は時効が完成していたのですけれども，あれが公訴時効期間内

であったような場合について，公訴時効を廃止したりその期間を延ばしたりすべきかどう

かという議論をしているわけで，そういった場合については何の手当てもしない。他方，

最初からここに掲げてあるような要件で，被疑者らしき人がＤＮＡ等，指紋等でもいいの

ですかね，そういうもので「特定」されている，といっても，これは要するに犯人がと言

っているのと違わないと思うのですけれども，まあそれはいいとして，疑うに足りる相当

な理由がある程度で，公訴時効期間を延ばして倍にできる，マックスの場合，５０年にで

きる。そっちの方にはそういう手当てをすることに合理性があるが，しかし，その段階で

は分からなかったのだけれども後で発覚して犯人と間違いない 「疑うに足りる」程度では，

なく，まず間違いないと思われる場合には手当てをしない。手当てしなくても不合理では

ないという，そこの区別がどうもよく分からないのですね。

● 今の部会長が言ったのは，公訴時効をつくるとそういう不合理というのは出てくるのだろ

うと思うのですけれども，これはそもそも公訴時効制度のいい面というのを我々は考えて

残そうとしているわけですから，そのいい面を考えていわば折衷的な案としてこういうの

を出してきているわけです。だから，確かに部会長の言ったところはフォローできないと

思います。

● いい面というのは，防御の利益ということですか。

● そういうことです。

● しかし，この案でも，その要件に当たる事案については公訴時効期間を５０年まで延ばす

ことが可能なのですよね。その場合，防御の利益はどうなるのですか。

● ただ，全くなくなるよりはいいのかなという，そういう考え方です。
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● そうですか，分かりました。

● 今日拝見した修正案は，いわゆるＣ案を出発点として考えておられるわけですが，Ｃ案自

体 「個別の事件の」という書き出しで考えられていた案で，そのこと自体時効という制度，

の性質に合致しないのではないかという御意見は前々回あたりに伺って，私もなるほどと

思ったわけです。ただその枠を何とか超えようとして，いわば苦心の策として今日の修正

案を提示されたわけですけれども，これまでの御議論から明らかなように，やはり公告と

いう手法が適切か，あるいはその要件がこれでいいか，あるいは判断者が検察官であると

いうことでよろしいのかなどという御議論が次々に提示されて，なかなかそれを克服する

のは難しいという気がいたします。

強いて言えば，既存の刑事司法の枠外に出て，例えばですけれども，検察審査会法に「民

意を反映し」という条文がありますが，そういう意味で一種の特別検察審査会のようなも

のを設置して案件を審査してもらうということはあり得るかなという気はいたしますけれ

ども，それでは道具立てが大げさになり過ぎることが明らかでありますし，この部会で考

えていただく事項ではないと思いますので，私としてもせっかくの御苦心の修正案である

けれども，成立は難しいなという感想を持っております。

● 実はここに至るまでの過程ではいろいろな議論がございまして，例えば４の部分について，

いわゆる逮捕，勾留の要件ではなくて，起訴に値する，本人がだれか名前が特定できない，

逃亡して分からない，捕まえられないというものについて，それ以外のところについては

もう検察官は起訴できるような状態の証拠がそろっているというところで，ここをもうち

ょっとランクを上げるか上げないかという議論がありました。

それからこの５番目のところについても，検察官が求めるという部分について，検察官は

何かで決定をした上で，それがどこかにきちっと決定を受けて公告をするので，これは求

めるものを公告するというところについて私も違和感があって，先ほど○○委員の方から

話があったように，場合によっては単独の検察官ではなくて，検察官がそう判断して，検

察官がこういうものをやったらどうかということについては検察体の合議体で何か判断を

した上で決定をして公告をするというやり方もあるのかなというふうに今ちょっと思いま

した。

● 今の「起訴できるような状態の証拠」という点についてコメントすると，刑事訴訟法には，

どこにもそんなことは書いてない。この「疑うに足りる相当な理由」というのは，御存じ

のように刑事訴訟法に書いていますが，起訴の基準というのはどこまでのものなのか，学

説はいろいろ言われていますけれども，全くそれだけの理由がなくても理屈の上では起訴

はできるわけです。そして，起訴が仮に無効であっても，訴追の意思が表明されていれば，

公訴時効の停止効はあるというのが通説・判例ですから，そこがちょっとどうかなという

のと，２番目のところも，訴訟法上独任制の官庁である検察官が権限を行使するというこ

とになっているので，それと本当に整合するのかどうか。それらの点で難点があるような

気もします。

● 今の点は言おうと思っていたのですけれども，最後の方で裁判所あるいは裁判官が審査と

いう形で出てきますけれども，やはりこの制度の骨格は広い意味での行政権の行使，法の

執行アドミニストレーションである刑事司法作用の発動たる公訴権，検事が行う公訴権の

行使に関する時間的限界について中断という効果を発生させ，それを後から裁判所がそれ
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がよかったのかどうかというお墨つきを与えるようにも見えるのです。Ｃ－２案のときも，

私はそもそもこれは司法権の担い手である裁判所のやる仕事かどうかにも疑問があると申

しました。同じように，深読みし過ぎかもしれませんが，この案に現れている裁判所の関

与は，やはり司法本来の仕事ではないのではないかと思います。また，公告そのものが刑

事司法手続外の検察官の本来の仕事ではないという気がします。

それから，これは提案者の御主張の一貫性という点に関わる質問ですが，提案者の皆様は

憲法３９条を理由に新法の遡及適用は違憲であるというお考えだったと思うのですが，な

ぜここでは遡及適用を認めるのでしょうか。一貫性というのは私は大事なことではないか

と思うのですけれども，どうなのでしょうか。

● 基本的には，このところはもう日弁連は多分，日弁連の組織体としてはこの案そのものに

ついても異論があるかと思います。特に遡及の部分とかそういうのがあると思いますけれ

ども，実は修正案をしてそれなりにかみ合うような議論をするためにはここは妥協せざる

を得ないということで，苦肉の策でありまして，本心ではないということを御理解いただ

きたいと思います。

● ほかの方いかがでしょうか。

● 制度の具体的な中身に関する問題点については，これまで指摘がなされているとおりだと

思いますが，それ以前に，この制度の正当化根拠がはっきりしないというか，説明が困難

ではないかという気がします。つまり，この制度の下では，被疑者が特定されている場合，

あるいは氏名等によって特定できないにしてもＤＮＡ型等が分かっているような場合であ

って，かつ，逮捕・勾留するに足りる嫌疑があることが中断の実体的な要件であるわけで

すが，なぜ，そのような場合に時効の中断を認めてよいと言えるのかということです。一

つの理由は，先ほど，○○委員から御説明がありましたように，被疑者が逃げていなけれ

ば逮捕・勾留手続が進められるような事件については，被害者の方としても公訴時効が完

成して訴追できなくなるということを納得できないだろうから，それについては中断を認

めるというものです。しかし，程度の差はあるかもしれませんが，被疑者が特定できず，

逮捕・勾留するに足る嫌疑がない事件であっても，被害者の方は公訴時効が完成すれば当

然納得できないでしょうから，そうだとすると，そこで截然と分けるということに果たし

て合理性があるのかという疑問があります。

もう一つ考えられる根拠は，被疑者が特定されていて，逮捕・勾留するに足る嫌疑がある

事件の方が，そうでない事件よりは被疑者が捕まる可能性が高いから，その場合には，公

訴時効に中断を認めるというものです。いわば，時効を中断させる必要性を考慮したもの

であるわけですが，その程度の必要性があることで，時効の中断を認めることを理論的に

説明できるのかは疑問です。

以上の点で，そもそもこの制度の正当化根拠が十分に説明できていないのではないかとい

う感想を持ちます。私自身は，個別事件における例外を認めるということ自体に疑問があ

りますが，仮にそのような制度にするのであれば，やはり，時効制度の存在理由に遡って

要件を立てる必要があると思います。

● ほかにいかがでしょうか。まだ御意見いただいていない方からも御意見いただきたいので

すけれども。

● 今までの非常に大きな話に対して，やや各論的になって恐縮なのですが，恐らく従前のＣ
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－２案であれば事前に事実上の証拠判断をなされた状態に対する被告人の不利益というこ

とがあることが，一つの動機となって今回の案を考えられたと思うのですが，むしろそこ

で要件を軽くしてしまったことにより，聴聞がされていない公告という手続によって同様

な結果を生じさせるということで整合性がとれるのかということは，本当に大きな問題で

あると思っております。

更に，その後勾留段階での審査ということですが，逮捕という身柄拘束の不利益を公告に

よる効果で生じさせていいのかという問題がもう一つある。

最後ですが，今までちょっと議論されたところにも重なるのですが，相当な理由程度の嫌

疑で勾留段階若しくは準抗告段階，特別抗告で審査したとしても，それによって受訴裁判

所の免訴か否かの判断を本当に封殺すると，刑事被告人の利益として大丈夫なのかという

ところはどうしても残るのではなかろうかと思っています。あくまでも被疑者，被告人の

利益の観点から立つと，以上のような問題がある上に，被害者等がいない場合という，か

なり広範な場合まで広げてしまうという案で，いかなるものなのか。提案者の方は，では

受訴裁判所の方で判断することを残してもよいなどといろいろ今日御意見を申し上げてお

られるのですが，注の方の記載を見ると必ずしもそれと両立しない中身が書いておられる。

案をちょっと見たときに思った疑問を幾つか挙げますと，そんな感じになります。

● ほかには。

● 既に意見が出ておりますので重ねて申し上げる必要はないような気はいたしますが，一つ

だけ更に加えますと，現行法上の勾留というのは，簡易迅速を旨とした手続として成り立

っているわけでありますので，その手続の中で証拠の中身に立ち入ってそういう判断をす

るというのは，これは勾留制度全般に与える影響からしても，恐らく現実的には機能し得

ないだろうと思っております。

それから公告に関しては，要するに公告というのは文字どおりパブリック・アナウンスメ

ントということですので，何かを告げるということでなければならないはずですが，今回

の場合はそこには比重がなくて，公告に対していわば一方的に法的効果を付与するという

形になっていますので，これは制度としてはなかなか説明しにくいだろうと思います。

それから，そもそもＣ案に対して批判がありましたように，時効は，時の効き目というこ

とですから，旧法ですと「期満免除」でしたか，時の経過という客観的なものに対して一

定の法律効果を付与するということであったはずですので，そこに対して証拠の実質とい

うようなものを問題にするというのは，これはそもそも制度の趣旨に反しているだろうと

いうことで，Ｃ案に対して今まで議論されていたのと同じような批判が当てはまるのでは

ないかと思います。以上です。

● ほかに御意見は。よろしいですか。

御趣旨も大分分かりましたし，それに対する各委員の御意見も出していただきましたので，

この修正案についても皆様の御意見はかなり明らかになったと思われます。この修正案に

ついて更に御意見等があれば，次回また出していただければと思います。

それでは，要綱骨子案についての議論の方に移りたいと思います。

順序につきましては，前回と同じように，まず第１の公訴時効の改正，次に第３の刑の時

効の改正，最後にそれぞれの改正の適用範囲，こういう順序でもう一度議論してはいかが

かと思いますけれども，そういう進行の仕方でよろしいでしょうか。それでは，そうさせ
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ていただきます。

それでは，要綱骨子案の方の第１，人を死亡させた罪の公訴時効の改正の部分について，

前回もかなり御意見が出ましたけれども，更につけ加えて御意見があればお伺いしたいと

思います。

● それに関連して，質問がありますが，よろしいでしょうか。

● どうぞ。

● 日弁連選出の委員にお尋ねしますが，日弁連の会員の中で凶悪犯罪の被害者になった人が

おりますか。

● ここは個人の資格で出ておられるので……。

● 日弁連の意見書もいろいろ出ておりますから，それについて質問するのですが，会員の中

に凶悪犯罪の被害者になった人がいるのかということをまず聞きたい。

● 委員・幹事の中で，知り得る限りで，ということでいかがですか。あるいは，お答えにな

らないなら，ならないで結構ですけれども。

● 趣旨がよく分からないのですが，会員の中で実際に事務所の中で殺人，被害に遭ったとい

う会員がおられるということは，そういう例があったことは知っております。

● それは何件ありますか。

● 私どもそういう統計はとっておりませんので，新聞報道で知り得る範囲でしか理解してお

りません。

● その方々から，あるいは遺族から，時効制度について廃止するかしないかという意見は聴

取されましたか。

● もともと新聞報道で知り得る範囲ですから，具体的なその方々について御意見を伺うとい

うことはしておりません。

● それでは，時とともに応報感情が薄れるということを日弁連はよくおっしゃいますが，そ

れは何によって調査されたのですか。被害者に直接会って聞いて，そういう結論を出され

たのかどうか。それもちょっとお聞きしたいのです。

● かつての日弁連の意見書については，そういう形のものがあったというのは理解しており

ますが，今回といいますか，昨年の６月以降の意見書については，犯罪被害者が時ととも

に処罰感情が薄れるということは，ある意味で擬制であって正しくなかったということは，

私はここで第１回でもお話し申し上げていますので，そのことについて日弁連がと言われ

ても困ってしまうのです。私どもの理解としては，○○委員なども存じ上げておりますし，

その中で皆さんが御意見をお持ちだったり，いろんなことの会合にも出させていただいて

いますから，そのことについて私どもは今言おうとは思っておりません。そうではないと

理解しておりますから。

● それでは，被害者が現実に目の前で泣いている。加害者はどこにいるか分からない。名前

は分かっているのかもしれないし，分からない場合がある。その人，現実に泣いている被

害者よりも，名前の分からない逃げている加害者の方を有利に扱おうというのが，私は，

この皆さんが出された制度だと思うのですが，それはどうしてですか。

● ですから，それは前回もお話ししたと思いますが，私たちが扱っているのは加害者，すな

わち，現に実際にもうこの人以外に犯人はあり得ないという者以外の部分で私たちは弁護

活動をすることがありますので，その人たちの利益を考えた場合，我々としてはやはり問
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題だという理解をしておりますので，先生がおっしゃるようにそれは犯人で決まっている

とおっしゃるのであれば，ちょっとそこは違うのではないかと思います。

● そうしますと……。

● 御発言については，進行役である私を通していただけますか。

● 泣いている被害者が大事か，逃げ回っている加害者が大事か，どちらが大事だ，どちらの

人権を守らなくてはいけないと日弁連は考えておられるのか，○○委員は考えておられる

のか。

● 私は，どこで調和をとるのかという理解で自分たちとしては発言しているつもりで，犯罪

被害者の方々を無視しているという認識は私にはありません。

● でも，犯罪被害者は捕まえてほしい，何年たっても捜査してほしいという希望を持ってい

るのですよ。現実に名前の分かる被害者です。それよりどんな人間か分からない，逃げ回

っている人を守るような制度をつくらなければいけないという理由は，どこから出てくる

のでしょう。

● それは，私どもは被疑者，被告人を刑事裁判の中で最大限利益を擁護していくという立場

からそれを考えているわけでありまして，実際問題，昔はともかくてして犯罪被害者の

方々もなかなか団結をすることができなかったけれども，今はこういう形で皆さんいろん

な活動をされておられるけれども，実は被疑者，被告人は団体をつくることはできません。

私たち弁護をする側から，彼らに不利益になるようなことがあるのであれば，それはそれ

で明確にしていくのが私たちの務めだと理解しております。

● それでは○○幹事に質問しますが。

● ○○委員，この部会の審議としては、もう少し一般的な形で御質問いただいた方がいいと

思うのですが。

● 私はどの程度の調査をした上でいろんな案を出されたのか，それに疑問を持っているわけ

です。

● ○○幹事にも同じような質問ですか。

● 反対している被害者団体があるということをこの間おっしゃいましたけれども，その被害

者団体の名前とその被害者団体の構成それから規約，その他を調べた上でおっしゃってい

るのかどうかということを聞きたいと思います。

● 日弁連では，意見集約の際には，被害者支援委員会というところを通して被害者の方々の

意見をその委員会を通して聞いている形で，直接具体的に個別の団体に対してヒアリング

をするとか，そういうことは必ずしもしておりません。

● 被害者支援委員会は，この問題についてはあまりタッチしていないと聞いていますが。

● 意見集約の段階では意見を聞いておりまして，具体的な意見を出していただいていますの

で，その中で被害者がどういう考えをしているのかということを聞いています。

● その被害者支援委員会の中では，どういう意見が出ているのですか。

● 日弁連の意見書を集約する段階で意見を聞いて，必ずしも強い反対はなかったと聞いてお

りますので。もちろんいろんな意見があったとは聞いておりますけれども，日弁連の意見

書に対する意見として，これを格別に強く反対するという意見はなかったというふうに認

識しています。

● ○○委員，そろそろ御意見をいただいた方が……。
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● 少なくとも弁護士の家族が凶悪犯罪に遭った人たちに対して，これは時効についてどう思

うかという調査ぐらいは私はやってもらいたいと思う。例えば坂本弁護士の場合，これは

日弁連が鳴り物入りで加害者の調査をしました。その遺族，今でもいらっしゃいますね，

坂本さんもそうだし，奥さんの都子さんもそう。その方々が，時効制度についてどう思う

かという調査はされましたか。

● 今言ったように，個別にそういう調査はしておりません。

● 私は，今朝，都子さんのお父さんの大山さんと電話してきました。時とともに悔しさが募

ってくる，殺してやりたいくらいだと。死刑判決になっていますが。そういうことを綿々

と訴えられましたよ。私はここで発言するについて，いろんな殺人の被害者の意見を十分

聞いてきました。公訴時効の廃止ということを皆さんおっしゃっておられる。ただちょっ

と違うのは，家族親戚間の死亡事件。これはちょっと何とも言えないという意見がござい

ました。それくらい被害者は公訴時効の廃止を望んでいる。公訴時効が廃止になったなら

ば，国家が応報権を行使してくれないなら自分でやる，自分で殺すと，こういう被害者が

相当います。本村君が被害者の裁判のときに，死刑にしないならすぐ釈放してくれ，自分

の手で殺すと，こういうことを当初の段階で言いましたね。被害者というのはそういうも

のなのです。実際，私は公訴時効が廃止になって，加害者が捕まったら自分がやると，こ

う言っている被害者を知っています。ある傷害を受けた被害者の家族は，ただで殺したら

もったいないから，足一本，腕一本切ってしまって，傷害を受けたらどんなに苦しいかと

いうことを思い知らせる。そのために自分が刑務所に何年行ってもいい。こういう被害者

もいるのです。

そこで○○委員に今度は質問したいのですが，よろしいですか。

● 質問は，ある程度で抑えていただいた方がいいと思うのですが，どうぞ。

● 公訴時効が完成した後で，被害者が，その加害者があらわれてそれを殺害した。捕まった。

今度は被害者が被告人になるわけでしょうけれども 「私は，公訴時効というものがなくて，。

国が処罰してくれるのならこんなことをしませんでした。公訴時効があるからやむを得ず

。」 。私は殺しました ，こう言って弁護を頼まれたときに，あなたは何と言って弁護しますか

● 個別の弁論ということでしょうか。弁護方針ということでしょうか。

● 弁護方針というよりも 「公訴時効という制度があって，国がやってくれないから自分が，

やりました，それをよく訴えてください」と，こう言った場合には，何と言って弁護しま

すか。

● それは個別の弁論だったら，その本人の事情を主張させると思います。

● 公訴時効が撤廃されないからこんなことになったと，こう言って弁護をするわけですか。

● それは，本人のそういう思いがあるということで弁護をするということですね。

● 弁護士の意思は違っても。

● 弁護人の弁論と，個別の弁護士の心情とは別じゃないでしょうか。例えば本人が死刑存置

を認めていても，場合によっては，どうしようもない事件であれば死刑廃止論を言うこと

も，弁論としてはあると思います。個人の心情と弁護人の職業的な弁論の仕方というのは

違うと思います。弁護人の弁論と，その弁護士本人とを同一視してならないというような

ことも言われていると思いますけれども。

● そうすると 「あなたは公訴時効の廃止に反対したようですが，私の弁護をちゃんとやっ，
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てくれますか ，こう言われたらどう言いますか。。」

● そろそろ御意見があれば御意見を言っていただきたいと思うのですが，よろしいですか。

では，総論的な話なのですけれども，骨子案の第１について更に御意見があれば。今まで

一通り議論をしてきたのですけれども，対象犯罪の範囲について意見が両様ありました。

性犯罪の点については，さっきの修正案をめぐって提案者の方の御意見と○○委員の御意

見がありましたが，他方で，人を死亡させた罪でも故意がある場合に限定すべきではない

かという御意見を○○委員がおっしゃった。その段階では○○幹事もそれに賛成されてい

たので，今日はちょっとびっくりしたのですけれども，それと今日は，自動車運転過失致

死については，修正案では外すという案を掲げられているのですが，その辺を含めて対象

犯罪についてもう少し御意見を伺っておいた方がいいと思います。

● 対象犯罪については，前回，○○委員が故意の殺人行為に限って廃止をするのが妥当だと

いう趣旨の御意見を述べたと思います。私も，何回か前の部会で一般的な議論をしていた

際に，故意で人を殺害するというのはだれが見ても異論なく典型的な凶悪・重大犯罪であ

り，別格の扱いをしても皆さん納得するであろう。そして，他方でこれまで存在した時効

を廃止するのは大変ドラスティックなことであるから，私自身もまだあのとき態度を決め

ておりませんでしたけれども，そういう決断をするに当たり，対象を限定してくくり出す

とすれば，このような異論なく最も重大な類型だけを取り出すという立法政策はあり得る

だろうとも述べました。現在も私はそういう気持ちもあるのですけれども，他方で，今の

時効制度が刑法典の法定刑に対応して定まっており，それは刑法という実体法が，ある個

別構成要件の法益についての一定の評価を示していることに従う趣旨と考えられること，

死刑しかない罪というのはなく，死刑を科すことのできる罪と，そうでない罪という区別

をしていることを前提にしますと，私が今述べたような特別の凶悪犯罪だけ取り出す方策

はこれにそぐわない。法定刑が全部対応していれば非常にすっきりするのですが，現在そ

ういうことになっていない。そうすると，故意殺害類型だけを取り出すのはかなり難しい

ということを考慮して提案された，人を死亡させた罪で死刑に当たるもの，すなわち，人

の死亡と死刑という最も重い法定刑という刑法による評価を組み合わせて，これについて

時効を廃止するという案に私は賛成します。ただ，前提として今のような悩みがあったと

いうことを付言したいと思います。

● 前半おっしゃったことは正にそのとおりで，時効制度というのはそれなりに理由を持って

いると私は考えますし，歴史もあるし，根拠もそれなりのものを持っているわけです。そ

れをおよそ，部分的であるにせよ，廃止してしまうということはかなり大変なことだとい

う，そういう思い，それは○○委員のおっしゃったとおりです。１４歳のときの犯罪を９

０歳になっても訴追することも可能となるわけで，これは別に架空事例ではなくて，ドイ

ツでは現にそのたぐいの事件が起こっているところです。ただ９０歳を超えて，もう記憶

もなくなってしまっている，訴訟能力も否定されて，その結果，手続を打ち切りとすると

いう事件が数件，知られています。そういう非常にドラスティックな改正をしようという

ことになれば，それはやはり生命という至高の法益，○○委員が非常に印象的にそのこと

を語ったので，私は心を打たれたのですけれども，生命という至高の法益を故意をもって

害するようなそういう犯罪に限定してそうすべきだと考えるのです。そういうものであれ

ばだれしもが納得するだろうと思うのです。
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ちなみに，ドイツのことをもう一回引き合いに出しますと，確かに時効を廃止したのです

けれども，それは故意の殺人に限定した上で，しかも故意の殺人全部ではなくて，故意殺

の中でも特に重いものだけ，いわゆる謀殺と言われている加重殺人罪だけについて時効を

廃止したのです。私の提案する故意による殺人というのよりも，ずっと狭い部分について

廃止したのです。ドイツはヨーロッパ社会に復帰するために，その意味での社会復帰のた

めにぎりぎりの選択としてそれをやったのだと言われます。そういう背景もない日本にお

いて，ドイツよりもはるかに広い範囲で時効を廃止する必要があるのかというと，やはり

それはないのではないかと思うのです。

次に，○○委員のおっしゃった後半部分についてですけれども，法定刑というのは生命侵

害という部分，あるいは生命侵害についての故意・過失というところだけで決まっている

のではないのです。そこには，いろんなファクターが考慮されて決まっているわけです。

例えば放火についても死刑が入っている，あるいは強盗致死についても死刑が入っている，

航空機強取致死についても死刑が入っているというのは，それは単に生命侵害との関係で

の責任の重さだけで考えているのではない，いろんな異質のファクターが入っているわけ

です。今回の改正というのは，むしろ生命侵害というファクターに注目してやろうという

わけですから，単に死刑に当たっているから全部というのではなくて，その中で故意を持

って至高の法益を侵害するものに限定するというのは，これはむしろ首尾一貫しているの

です。逆に，ここで急に異質のファクターが入っている法定刑に戻って，それを基準にし

て全部ひとくくりにしましょうというのは，逆にピュアな改正ではないと私は思うわけで

あります。

また，これは裁判官の方に聞きたいのですけれども，強盗致死，つまり故意のない強盗致

死の事案で，死刑を科すことが考慮される場合というのは本当にあるのかどうか，です。

実際，そのようなことはないわけで，刑法２４０条という条文はありますけれども，実務

においては，この条文は二つに分かれて機能しているのだろうと思うわけです。そういう

実務を前提に考えれば，それは法定刑がそうなっているからというだけの形式的な理由で

もって全部含めてしまうというのは，あまりにも大ざっぱな議論ではないかと思うわけで

す。

● ほかの方はいかがでしょうか。

「最初の趣旨と違う」というところがちょっとよく分からなかったのですが，○○委員の

ような出発点をとれば確かにそういうことだと思うのですけれども，人を死亡させたとい

うことが出発点だとすれば，もっと広いですよね。だから，結論が先にある議論のような

気がするので。結局 「故意によって人を死亡させたというのが特に著しく重大なので，そ，

れに限るべきだ」という御意見かなと思うのですけれども，ほかの方，いかがでしょうか。

● 強盗殺人か致死であるかというのは，なかなか区別がつかないですね，これは。殺意があ

って傷害を与えて，まだ死に切れないうちに発覚した。これは，強盗強姦致死でも同じだ

と思います。だからこれは捜査を遂げてから初めて裁判をやって分かることであって，最

初から捜査段階では分けられないと思うのです。だからこの法定刑で決める以上は，やは

りこれは廃止の対象にすべきだと思います。その中から，法定刑の中から条文を抜き出し

てやるということになると，またいろんなものを抜き出してもらいたいものが私たちもあ

りますし，やはりこの条文で死刑となっているものについては廃止する，そういう分かり
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やすいやり方でやっていった方がいいと思います。

● ほかの方は。

● ○○委員のおっしゃった，時効を廃止するということについてはやはり慎重に考えなけれ

ばいけないというのはそのとおりだと思います。他方で，若干細かい話なのですが，そも

そも２４０条の規定を見ると，主にはというか，そもそも強盗致死の場合を規定しにいっ

ているわけで，強盗殺人も含めますというのはむしろ解釈で読み込まれているようなとこ

ろがあって，その場合を逆に切り離すというか，メインの部分を切り離しているようなち

ょっと違和感を感じるところがあるというのが一つあります。

● その点の立法過程の問題なのですけれども，これは立法史研究により明らかにされている

ところですが，立法過程を見ると強盗殺人を含ませることは最初から予定されているので

すね。決して解釈論として殺人との均衡でそこに無理やり故意の場合を読み込んでいると

いうのでは実はないのです。

● ちょっと質問なのですけれども，その場合に，○○委員の言う故意のない強盗致死も同じ

法定刑にしているわけですよね。殺人より重い法定刑にしているのだけれども，それはそ

ういう立法者の評価だったということなのでしょう。そうすると，○○委員が分けるとい

うのは，立法者の意思に反するというか，立法者の意思のうちあるところは尊重するのだ

けれども，あるところは切り捨てると，こういうことにならないですか。

● そうです。歴史的立法者の価値判断に拘束される理由はさらさらないし，現に実務は拘束

されていないわけです。裁判官の方に聞きたいのですけれども，本当に強盗致死の事案で

死刑を科すことを考慮するような事案があるのかどうか。

● そういう言い方をすると，殺人だって実態からいうと同じことになってしまうのではない

ですか。

● といいますか，私が聞きたいのは，実務においては，殺意をもって殺した形態のものと，

そうじゃない場合というのは明らかに区別して意識されて分かれているのではないか，と

いうことです。

● そういう御質問ですけれども。

● 結果としての量刑が分かれているか分かれていないかという御質問であれば，それはおっ

しゃるように分かれているという結果になるのだろうと思います。それは，犯情が違うと

いう面が考慮されているということなのですが，だからといってこの場合に強盗致死の部

分は廃止から外すのだという，その結論の方には，私はやはり法定刑で画一に決まってい

る方がいいと考えておりますので，そこは賛成はできません。

● 私の発言が途中になってしまいましたが，そのことで刑法２４０条が泣き別れになってし

まうということの問題が一つと，もう一つは法定刑としては殺人より強盗致死の方が重い

のに，公訴時効の面では逆になってしまう，そういう逆転現象が起こるということが，や

はり座りが悪いのではないかというのが二つ目です。

三つ目は，○○委員のお話は遡及適用の話もかかわってくるところですが，今回の見直し

というのが，ある意味で，犯罪の悪質性というか，そういうものを再評価する作業をして

いるのだと考えると，それを遡及適用するのもおかしいし，再評価するのだから法定刑に

とらわれる必要もないであろうと，こういう御議論もあり得るのかなと思います。その意

味で○○委員のお話は非常に一貫しているような気がするのですが，私は，必ずしも犯罪
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の悪質性を再評価しているわけでは決してなくて，公訴時効の限りにおいて刑事責任を追

及できる期間をどこまでとるのが適切かということではないかという気がしております。

そういう意味において，逆に再評価するということになると，特に法定刑を離れて再評価

するということなると，前回の議論でもありましたように，いやいや，公共危険罪で人が

死んだ場合はやはり重大で，こんなに人がいっぱい死んだらどうしてくれるのだとか，い

やいや私はこの範囲が重大だとか，それはちょっとまとまりがつかないと思います。もち

ろん故意がある部分が重大なのだという御議論はもちろんあり得るところなのだろうと思

うのですが，そこはパンドラの箱をあけるような御議論になるのではないかという気がし

ているということでございます。

● 私も前回から故意によるものに限定すべきではないかということで，○○委員と全く同じ

考えをしています。今のお話の中で，強盗殺人の関係の強盗致死と切り分けて，強盗致死

だけを廃止しないと，公訴時効と故意の時効がアンバランスになるという部分については，

もともと死刑というものがここに入っていたことに起因するものを，今回それから切り分

けるのですから，実際の構造のランクとしては強制わいせつのこの黄色い部分に落として，

実質３０年にすればイコールになりますので，あえてそこら辺については技術的なことで

解決できるのではないかとも思います。

● 今の○○委員の御意見は，さっきの修正案とはまた別ですね。

● 別です。

● 一番最初のころ議論になったことがいささか気になるのですけれども，１６年の改正との

関係なのですが，あのときは法定刑についての議論を中心として行い，その結果として時

効も延びたということだが，今回はまさに時効そのものについて，○○委員は「再評価」

という言葉を使って，再度もう一回今の時点でいろいろなことを考え直して再検討，再評

価をしているのだと，私はそういうふうに理解しております。それでよろしいですね。そ

こはやはり，私としては認識していたいということなのです。

● 前回も出たのですけれども，今回人を死亡させた罪という，法定刑基準とは違う基準を持

ち込もうとしているわけでして，その中で，前回も出たのですけれども，そこは一種の法

定刑と違う基準を持ち込みながら，更に具体的な罪名というか，そこでは強盗殺人と強盗

致死は一緒の条文なので一緒にやるという，何かそこは，バランスというか，理論的に何

か。いったん法定刑基準だけでない基準を持ち込んだのであれば，その先この強盗致死を

例えば書き分けといいますか，分けて，そこは廃止しないというようなことはあり得るの

であって，法定刑基準だということを持ち出されて，具体的な個別の強盗致死は別だとい

うことはできないのだというのは必ずしも理論的に一貫してないと思います。私も基本的

には○○委員の意見に同調といいますか，考え方に同調したのですけれども，やはり今回

ドラスティックな廃止をする。先ほどから○○委員も言っておりますけれども，だれもが

納得する，だれもがこれは仕方がないと思うというものについて，今の基準ではそれを超

えるものが入っている。とりわけ強盗致死というには，実務家の感覚で言うと，前回も言

っていますけれども，事後強盗が，つまり窃盗が発展して致死に至るというケースがあり

ますので，そういうものを廃止するというのは非常に違和感がございまして，そういうも

のが入ってしまうということでは，どうしても，国民の意識というのは分かるのですけれ

ども，非常に具体的な妥当性に著しく欠けるような気がいたしますので，基本的にはだれ
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もが違和感を持たない故意によるものだけを入れる。人を死亡させた罪というのはそうい

う意味で理解していくべきではないか。そういう意味では，逆に第１の２の中で，過失で

すね，危険運転致死とか自動車運転過失致死とか，そういうものも今回すべてバランスと

いうことから引き上げようとしているのですけれども，そこは必ずしも過失のものを人を

死亡させた罪の中に入れて，逆にそこを公訴時効期間を延長するというのは，人を死亡さ

れた罪という概念を逆に拡張させる方に使っているという意味で，望ましくないのではな

いかと思っております。今回問題になっているのは，凶悪・重大な部分についてどうする

か，そこに焦点が当たっているわけでありまして，それ以外のものについて，今回バラン

スだということでそれを変える，大幅に延長する，２倍に公訴時効期間を延長するという

のは，それはバランスを強調し過ぎているのであって，今回の焦点はあくまで廃止するか

どうかというところに絞って，どういうものについて廃止するかということを慎重に議論

すべきであると思っております。

● 三つ違うことを言われたので，話が拡散してしまったのですけれども，１番目は，人を死

亡させた罪という切り方をしながら，その中で法定刑を基準にして対応を変えていくとい

うのは理論的に一貫しないのではないかということですが，これについては，議論をもう

かなりやりましたよね。

２番目は，廃止については故意のある場合に限るべきだという点ですが，しかし公共危険

罪の致死も廃止の対象に入ると言われたので，ちょっと違うように思うのです。

３番目は，延長の方は必要ないという議論ですか。

● 私はもともと必要ないというか，今回のところはそこまで求められてないというか，それ

はバランスだというのですけれども，正に１６年改正から時間がたってない現在，その下

の方のものを全部いじっていくというのは，正に時期尚早といいますか，必要ないと考え

ています。

● その部分は，修正案では対象にしていますよね。そこは修正案のような形だと必要がある，

あるいは妥当だと，こういう御意見ですか。

● 修正案というのは，さっき言った傷害致死とかそういうのは入れてないわけですね。自動

車運転過失致死とか。

● そういうのは落ちていますけれども，ある意味では広がっている部分もありますよね。

● 広がってはいますけれども，これよりは狭いと思います。

● ですから，修正案的な対応だとＯＫなのだけれども，組み合わせのうちの延長案だとそう

いうものを対象にするのはおかしいと，こういうことなのですか。

● 修正案と関係なく，この現在の要綱案に対する意見を述べているのであって。

● でも，同じ人の提案であり発言であるわけでしょう。

● もちろんそれはそうですけれども。

● 委員・幹事としては，そのぐらいの一貫性を持たせないとやはりおかしいのではないです

か。

● それはでも，今要綱案についての意見を述べているのであって。

● 分かりました。修正案とは切り離して，この要綱案についてだけの御意見だということで

すね。

● そういうことです。
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● ○○委員の御意見もよく理解できますけれども，やはり殺人にしろ傷害致死にしろ，現場

では被害者と加害者しかいないわけなので，故意でやったかどうかというのは，それは捜

査をして，被疑者が捕まって，公判になって証拠が出て，いわば後になって分かる話なの

で，それを事前に故意の場合だけに限ると言われても，では捜査現場としてみると，これ

はどうも強盗殺人ではなく強盗致死みたいだから，もう公訴時効は３０年だねと，そうい

う判断を現場の方に求められるかというと，それは無理だろうと思うのです。ですから，

罪名としてかつ人を死亡させたという枠内で法定刑という形で切っていかなければ，実態

として，実質論としては分かりますけれども，手続あるいは実務的な適用ということを考

えたときには，やはりこの案がベストとは言いませんが，より妥当性のある案であるとい

うことで，私は原案に賛成です。

● 分かりました。ほかの方は。よろしいですか。

それでは，この点についてはこれぐらいにして，更に次回また考えていただいて，補足す

ることがあれば次回また御意見を出していただきたいと思います。

● 広げる案などもあるのではないですか。要綱骨子よりももっと広げるべきだという。

● ○○委員としてあるのですか。

● ありません，私は。

● ここで休憩にしたいと思います。

（休 憩）

● それでは再開させていただきます。

次の論点に議論を進める前に，１点だけ，見落としていました。それは，この要綱骨子案

で対象犯罪，特に延長の方の対象犯罪の中に，自動車運転過失致死と並んで業務上過失致

死も入っているのですが，業務上過失致死の「業務」にはかなり多様なものがあって，こ

れについてまで延長する必要があるのかどうか，妥当なのかどうかという御意見があるや

にも聞いていますので，確認の意味で御意見があれば伺っておいた方がいいかなと思いま

す。

● まず質問ですが，今おっしゃったのは，自動車事故による致死の部分がとれた業過致死の

ことですね。

● そうです。

● 今思いつくのは，大きな電車事故事案などが対象になると思うのですけれども，業務上過

失致死はほとんどが自動車事故だったので，それが抜かれると，あとは何が考えられるの

か，例えばどのような事案類型が考えられるのでしょうか。

● 今お話があった点についてなのですが，もう少し具体的に申しますと，医療過誤の問題を

指摘される方がいて，医療過誤の事件でも業務上過失致死の一種として今回の案だと時効

期間が５年から１０年に延長されることになるけれども，医療に従事しておられる方の感

覚からすると，そんなに延ばす必要は本当にあるのかという御意見もあるようにお聞きし

ております。その点について，もし何か御意見があればということでございます。

● 先ほどから○○委員に対する反論でも申し上げましたけれども，そこまで個別の案件とい

うか類型に踏み込むことはこの際避けるべきなので，業務上過失致死そのもの，重過失致
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死そのものを外すというのなら分かりますけれども，それを外す理由として医療事故につ

いてはいかがなものかという理由付けは表立ってはできない以上，それを特別扱いするこ

とは無理だというのが私の意見です。

● 結論的には区別しない方がいいのだろうと思うわけであります。自動車と一緒に扱った方

がいいのだろうと思うわけであります。○○委員は殺意をもって殺すかどうかというとこ

ろで線を引きましたけれども，私は，要綱骨子案では人を死亡させたかどうかというとこ

ろで線が引かれていると理解しておりまして，人を死亡させた罪の中で故意があるとない

という大きな二つの分かれがありまして，故意がある方の中で，法定刑というものを目安

にして，極悪なものと，悪い類型と，普通の故意に人を死亡させた罪と３類型にして，過

失の方は悪い類型と単純過失，二つに分けてやる。そのような類型分けをした時効期間の

設定をしたのだという理解で私はおりますので，そうすると重過失も業務上過失も，単純

過失よりはワンランク悪いものにくくり上げられた類型ですから，そういう類型の中では

仲間ということで，それ以上細かく分け始めると，○○委員がおっしゃっているように，

もう収拾がつかなくなりますので，このくらいのくくりが適当ではないかと思います。

● 分かりました。ほかに。

● 今の業務上過失致死の問題についてですけれども，私も○○委員がおっしゃったとおりだ

と思うのです。それと，どのような事案があるかについてですが，通常の業務上過失致死

というのは，例えば工事現場でだれかが転落したという事案は結構あると思いますけれど

も，最近時効との関係で問題になったのは○○の湯沸かし器事件です。あれは相当前から

人が死んできて，事件性はなかなか分からないまま推移してきて，最後に残った１件だけ

時効未完成であって，それで例の機械の不具合が発見されて，その最後の１件だけ事件に

なって立件しているのです。その前は，要するに単なる自過失ではないかということで捜

査でも分からなかったのが随分あります。被害者御遺族からの真相を解明してほしいとい

う声で捜査が動き出したという経緯なのです。

そのほか，例えば○○のエレベーター事故とか○○の爆発事故とか，割に時間がかかる捜

査が多いのが一つの特徴です。したがって，結果で人が亡くなる，その重みも同じだと思

いますし，時効期間について，ではこのままにしていいのかと言われると，そうではない

のではないかと思います。

● 分かりました。ほかによろしいですか。

それでは，先ほど○○委員が言われた広げる方も含めて，更にお考えがあれば次回引き続

きお伺いすることにさせていただきたいと思います。

それでは次に，刑の時効の改正についての議論に入りたいと思いますが，この具体的在り

方について前回かなり御議論いただいたところですけれども，更に付け加えて御意見があ

ればお伺いしたいと思います。いかがでしょうか。特に前回に付け加えて御意見ございま

せんでしょうか。

今日の段階でないということなら，次回また更にあれば付け加えていただくということで，

よろしいでしょうか。

それでは適用範囲の問題について，公訴時効の改正の適用範囲，改正したという場合の適

用範囲についてまず御議論いただきたいと思います。現に時効が進行中の事件に適用する

かどうか，この点についてもこれまでかなり突っ込んで議論したところで，論点はほぼ出
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ているように思いますけれども。更に付け加えて御意見があれば。

それでは，刑の時効の改正の適用範囲の問題も含めて，議論していただきましょうか。

● 前回第２の公訴時効の適用範囲と，それから第３の３について平仄が合っていないのでは

ないかという発言をしたのですけれども，それは決して第３の３についても第２と同じよ

うにすべきだという趣旨ではなくて，やはり第３の３で従前の例によるものとすることと

いうのがむしろ原則なので，こちらが原則であるという意味では，私はこの原案に賛成し

ます。だから平仄が合わないのだけれども，むしろだから第３の３に平仄を合わせてほし

いという意見だというふうに発言を言い直させていただきたいと思います。

● 原則だというのは，どういう理由によるのですか。第２の方，別の方が原則だと言われた

ので。

● 要するに第２についても 「なお従前の例による」ものとすべきと私は考えています。，

● それで平仄が合うということでしょうか。

● そっちに平仄を合わせるべきだということです。

● 分かりました。ほかの方はいかがですか。

● 私は第２の刑事手続法規たる時効規定の適用につきましては，今第２に書いてあることが

原則だと考えておりますので，こちらにつきましてはこれが妥当だと思います。それ以外

の憲法に関する議論は既に述べたとおりです。

● ほかの方，どうでしょうか。

● 平成１６年の改正の附則は，公訴時効について 「なお従前の例による」とした。その附，

則が，今回の新しいこの第２によると，それが公法によって書きかえられたということな

のかどうかということなのですが，附則が結局ある種もう意味がなくなるわけです。平成

１７年１月１日以降の罪について。逆にその前のことについては，従前の例だと言ってい

たのを，今回これが否定することになるので，結局平成１６年のときの附則がどうなるの

かということについてお聞きしたいと思うのですけれども。

● これは立法技術的な話になってしまうのでまだ確定的ではございませんけれども，今回仮

に改正案が答申されて，立法してそれが施行されると，その施行時において完成していな

いもの，時効が進行中のものについては，それは平成１６年改正の附則の規定と抵触する

ものであっても附則の規定を破ってそれについては適用ができるようにしたい，こういう

趣旨でお諮りしているもので，そのように理解していただいているものと思っています。

あとは，立法技術的にその附則との関係をどう整理するかという問題だと理解しておりま

す。

● 訴訟法では新法が適用されるのが原則だという考えに立てば，これまで附則に書いていた

ことは，正に例外だからこそ書いてあったのだと整理される。だから筋を通すと今回は附

則に何も書かなければ原則により新法が適用される。ただ，立法の仕方の問題として，新

法が適用されることを明記してはっきりさせるのは望ましいことだろうと考えております。

● ○○委員も○○委員も，どちらに合わせるかは別として，同じにすべきだという御意見で

すね。

● ○○委員はそうです。

● ただ，○○委員は，第３の３については別に意見は言っておられない。

● 公訴時効の方に合わせろと言われたのかなと思ったのですが。
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● 私の言いたかったのは，○○委員が原則とおっしゃった点について意見を異にしますので，

そこが反対であるという意味です。

● ○○委員の場合は，二つの制度の間で性質の違いは特にないというお考えですか。

● はい，そうです。

● 今回，人を死亡させた罪のうちという形でこういう区分をしているわけですから，人を死

亡させずに終わった場合，殺人未遂の公訴時効については１６年の改正が適用されること

になるのですか。

● そういう趣旨です。

● そうしますと，それについては従前の例によるという形になるけれども，人を死亡させた

ものについてのみ新法適用という形になるわけですね。そこは平仄が合わなくていいので

すか。

● すみません，何と何の平仄でしょうか。

● 要するに殺人未遂でなかなか犯人が見つからないような場合であっても，恐らく刑訴法２

５０条でもって２５年というものが，この法律ができたとしても残ると思うのです。それ

については旧法の適用という形になりますよね。ですからそこの部分で，未遂の部分につ

いては旧法適用で，既遂の部分については今回のこの法律によって新法適用になるという

ことで平仄は合わなくていいのですかとお聞きしたのです。

● 平仄って，何と何の平仄なのですか。

● ですから新法適用と旧法適用の関係は，そこでもって区分されてしまっていいのですかと

いう質問です。

● 要は今回の見直しの対象がどういう範囲かというところが大前提でございますので，見直

しの対象となったものについては前回の附則にかかわらず現に時効が進行中のものにも新

法を適用するという改正をしたいと言っているわけでございますから，見直しの対象にな

っていないものについてはなおその附則が生きているという整理でございます。

● 理解いたしました。

● 別に前の附則まで取ってしまえという御意見ではないのでしょう。１６年改正を今から改

めるという御提案ではないのでしょう。

● そういう提案ではないです。

● 分かりました。ほかの方，いかがでしょうか。

● その１６年の附則を取らなくても遡及はできるわけですね，この新法については。

● １６年改正については，新法が成立した後発生した事件にその新法は適用されるというこ

とですよね。そのうちの今回見直しの対象になった犯罪といいますか，類型については，

もし法改正がなったとすれば，その新々法が現に時効が進行中のものにも適用されること

になるので，その限りにおいて現行法の附則のその部分は結果として改められることにな

る，そういうことですよね。

● 改めて整理いたしますと，三つの類型がございます。まず今度の改正法が成立した場合に，

施行時に既に完成しているものについてどうするか。これについては何も対象としない。

未完成のもの，現に時効が進行中のものについては二類型あって，１６年改正の附則によ

って「なお従前の例による」とされているものと，１６年の法改正後今回の施行時までに

犯されて時効が進行しているもの，この２類型ありますけれども，その２類型は区別せず，
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現に進行中であるものについては今回の見直しの対象となっている規定を適用しよう，こ

ういう発想でございます。

● 確認ですが，そうしますと，１６年改正で１５年の時効にかかっている未遂事件のような

ものの場合について，前回もお話ししましたけれども，かなり重篤な被害者で，自分では

行動ができないで車いすで介護が必要とされているという場合，なおかつ正に家族の人た

ちがその介護にかかわっているというかわいそうな事案については，残念ながら１５年で

時効が来たらさようならと，こういうことですね。

● それは遡及の問題以前に，そもそもこの見直しの対象範囲の問題から御議論いただくべき

ことのように思いますけれども。

● ちょっとバランスを欠くのではないかなという感じがしたのです。

● もしバランスを欠くとすると，殺人未遂も今回の見直しの対象にして，それで新法適用と

いうことにしないと完結しないですよね。

● それは多分，仮にやるとした場合という形でしか私は言えないのですけれどもね。

● だから，新法を適用するというところだけ手当てをしても，今回見直しの対象になってな

いわけなので，結局１６年改正のそこをいじるということになってしまいますよね。ほか

の方はいかがですか。公訴時効の方でも刑の時効の方でも結構なのですけれども。かなり

御意見が出て，論点が尽きてしまっているのかなという感じもしないわけではないのです

けれども。よろしいですか。

● これは取越し苦労だという御批判を受けそうですけれども，一つだけ気になる点を申し述

べますと，骨子案の第１の１を採用した場合，死刑というのが非常に表に出てきて目立つ

と思います。そのことに対する国際社会の反応はどうだろうかというのが，少し心配にな

る点でして，もちろん時効制度に関する議論の本筋からは外れる問題ではありますけれど

も，先ほどの○○委員の御提案とも関連するかと思いますので，申し述べた次第です。

● 刑の時効のところで先ほど発言しなかったのですけれども，結局１０年以上のものについ

てだけ見直すということになっていますよね。それ未満のものについては見直さないと。

それは死亡させた，凶悪な事件について公訴時効のことを考えているのだからということ

なのですけれども，業務上過失致死なんていうのも公訴時効は延ばしているわけです。ち

ょっと気になりますのは，罰金については３年，それから拘留，科料及び没収については

１年という刑の時効が定まっています。それには，今凶悪・重大な事件のみを扱っている

のだから手を触れないのだというお考えなのかと思うのですけれども，没収も今麻薬犯罪

等に対する没収は非常に重大な制裁手段であり，不正収益を取り上げねばならないという

重大な役割を持っていますよね。ですから，そういうものの刑の時効が１年ぐらいでいい

のかなと思います。刑の時効については，今回はすべてについて見直したのではないのだ

という，そういう考えでよろしいのでしょうか。何か他の部分についても少し考え直さな

ければいけないかなと思いますが。

● この前そういう御趣旨の御質問とか御意見が出て，事務当局の説明としては，公訴時効の

方を廃止ないし延長した場合に，同じ罪種について有罪とされ宣告刑として最大のものを

言い渡された場合の刑の時効がそれより短くなってしまうとバランスが欠けるというか，

制度全体としての整合性が欠けてしまうので，少なくとも両者が逆転したような形になら

ない範囲で手当てをするのだということであったと記憶します。その条件でいくと，今お



27

っしゃったような今回対象にならない部分というのは手当てをしなくても済む，そういう

ことではないかと思うのです。何か積極的に刑の時効について，こういう必要があるので

これだけ延ばすのだと，そういう話ではなかった。没収についてはもっと必要が強いので，

その部分を見直しましょうと，そういう議論であったので，そこがちょっと違っているよ

うに思いますね。

● 先ほどの○○先生の発言と関係するのですが，結局将来いつになるか分かりませんが，死

刑廃止するというような事態になったときには，今回は死刑がある罪というものが凶悪・

重大だと見たわけですから，死刑がもし廃止された場合，当然に無期のものを廃止すると

いうわけにはいかなくて，もう一回議論をしないといけなくなると思うのです。今回死刑

のある罪だけを廃止することによって，結局そういうことが将来立法上死刑は全部廃止す

るとした場合に，全部無期にしてしまった場合，また無期より重いものをつくった場合で

も，何が重大なのかということになって，もう一回議論しなければ公訴時効は定められな

いと思うのですけれども，今回死刑を選んだ場合そういうような問題が立法上はあるかな

と思います。

● 仮に将来，死刑が廃止されたとした場合に，当然に，今回の改正が前提を失って無効にな

るということではないのでしょう。

● ではないですけれども，そのときに無期のものが。

● 公訴時効廃止の対象犯罪として特に重大なものを選び出す際に死刑が法定刑とされている

ということを目安としたということなので，当然ではない。無論，そういったことが起こ

った場合には，またその段階で公訴時効制度の在り方についても見直しの議論が出る可能

性はあるとは思いますが。

● 結局それをはらんでしまうといいますか，当然にそれがなった場合にはもう一回議論しな

ければ，結局何を廃止するのかという議論をもう一回しなければいけなくなってしまうと

思います。

● 当然かどうかは別だと思うのですけれども，それはその段階でそういう議論になるかどう

かということではないでしょうか。

● 私も取越し苦労という前提でお話をしたわけですけれども，今先進国で死刑を持っている

国は非常に少なくなってきておりますので，そこで時効の廃止という問題と絡めて死刑と

いうメルクマールが真っ正面に出てくるということは，国際的に一種の誤解をもたらすお

それはないかという心配をしたわけです。その点が，先ほどの○○委員のようなお考えに

従いますと，死刑という字が消えるわけですので，実質はほとんど変わらなくて，今回の

時効改正に関する考え方は貫徹できることになるのではないかという趣旨でありました。

● それはそれ自体として，もし問題だとすれば，正面から議論すべき問題ではないかと思い

ますね。

● もう全く枠外の話なので一言だけ私の意見を述べておきたいと思いますが，今回の見直し

の対象になりませんでしたけれども，罰金刑について一律３年という公訴時効期間は，法

人重科になって７億円以下の罰金とか１０億円以下の罰金とか５億円以下の罰金というよ

うな，法人重科が非常に煩雑に立法化されてきた時代に，それが一律３年で時効にかかる

ということについては，やはりちょっと妥当性を欠くのではないか。将来の課題としては，

高額罰金については別途，罰金刑についても公訴時効期間について見直しをすべきではな
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いかという意見を持っているということを申し添えます。

● 一応要綱骨子案については，今日の段階ではこのくらいにしたいと思います。そこで，な

おこの諮問事項全体について検討が及んでいない点，あるいはこれに関連する事項につい

て御意見があればこの際伺っておきたいと思います。

● 前々から機会があったらちょっとお話をさせていただきたいなと思っていたことがあった

のですが，要綱骨子案の話をしているときになかなか手を挙げにくかったもので，そろそ

ろいいかなと思って，一言申し上げたいと思います。

捜査実務に公訴時効の廃止というものがどんな影響を及ぼすのだろうかというようなくく

りの問題でございます。公訴時効を今回廃止するということになったとすれば，捜査とい

うのはいつまでどういうふうに続けていくのだろうという問題が出てくると思うのです。

既に○○委員の方から数字をも含めて御説明いただいておりますように，時が経過をすれ

ばそれだけ検挙は困難になっていくというのは，もう明らかな事実でございますし，常識

的にもすべての国民がお分かりいただけることだろうと思います。そのことからいけば，

総じて言えばこれは捜査体制とか捜査の密度というのでしょうか，そういうものは時の経

過とともに次第に小さくなっていく，事案によって全然違うものはございますが，トータ

ルで見ていけばそうなっていくのは仕方がないことだし，合理的な捜査の在り方という観

点からいけば，それが当然だという見方もできるのだろうと思うのであります。今後検討

することではございますけれども，事案によっては捜査は凍結するというような，そんな

状態になるということも検討に値する事柄ではないかと思うのです。

ただ，いずれにしても，捜査は合理的なやり方でやるようにしても，いずれかの段階で，

どこかで捜査を打ち切って事件を終わらせる必要というのは出てくるだろうと思うのです。

これは捜査を区切るという意味もございますし，もう少し現実的な事務的な話だと，記録

と証拠品をいつ処分できるのかという側面でも出てくる問題でございます。

現在どうしているかということですが，これは時効の制度がございます。それで，時効完

成とか被疑者死亡という理由で不起訴処分にすることができるわけであります。これはも

う犯罪の嫌疑がどれだけあっても，時効完成あるいは被疑者死亡になれば法的な訴追の可

能性がなくなりますので，その段階で捜査を打ち切る，刑事事件は終結であります。そう

いたしますと，訴追の可能性はゼロですので，記録も証拠品もほどなく処分してよろしい

ということになる。そんな体制で今やっておるわけであります。

これが，時効が今度廃止されたらどうなるかというと，時効完成というものは当たらなく

なるわけでございますね。また，犯人が特定されてない事件では，被疑者死亡ということ

は言えないわけでありますので，では未来永劫続いてしまうのかということになるわけで

ございます。しかし，ここも常識的なお話かと思いますけれども，既に長期間時がたって，

およそ人が生存している可能性，犯人が生存している可能性はないというくらい時が経過

すれば，そのときは被疑者の死亡に準ずる考え方で，捜査を打ち切る，事件を不起訴とし

て終わらせる，そういうことにせざるを得ないのだろうと思います。それがどのぐらいの

期間なのかというのは，平均寿命の関係もございましょうし，今考えても５０年後にまた

延びている可能性もあるので何とも言えませんが，要するに犯人がもう生存可能性がない

ような時に達すれば，そこで事件を終わらせるということについてはおおむね異論がなか

ろうと，その段階になれば，記録と証拠品も持っている必要もなくなるのではないだろう
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かと思うわけでございます。

ただ，事件というのは，犯罪性がはっきりしてないものとか，いろんな濃いものから薄い

ものまでございますので，何もすべての事件をそういう被疑者が死亡していると思われる

ような１００年とか，そんな時間持ってなければいけないというわけではないわけでござ

います。だからこれは事案に応じて被害者の心情でありますとか社会的な影響力とかもろ

もろのことを考慮して，どこかの段階で事件を終わらせるということはあるのだろうと思

います。ただ，ある程度の段階で事件を打ち切る場合には，今回時効制度を廃止するとい

う意味の一つとして，将来何らかの関係で犯人が名乗り出てくるとか，何らかの関係で犯

人，犯罪が分かる場合があり得ますので，そういうときに備えた範囲内では，これは記録

とか証拠品の保管は継続しておくのが今回の法改正の趣旨に沿う取扱いになるのだろうか

と思うわけです。

要するに大事なことは，そういう場合に対応できるようにしておくということでございま

すけれども，これは前回，前々回でしたか，警察の方から証拠品の保管のための容積とか

記録を並べたときの長さとかいろいろ数字を挙げて，どれだけの負担があるのだという御

説明がありましたが，全くそのとおり，大きな負担になるわけでございます。ですから，

そこは事案の実態を踏まえて，非常に合理的な対応というのを考えなければいけないのだ

と思うわけです。

我々が実務的なこととして考えていることを一つ具体的に申しますと，証拠品の還付をど

うするのかというのがありまして，例えば１００年たって還付をしようとしたときに，も

う所有者は３代ぐらい相続を行って大変なことになってしまっているであろう，大体返す

べき人を探すこと自体がそもそも不可能になっている可能性もある，１００年間差押えを

続けるのはいかがかという問題もありますけれども，いずれにしても返しにくくなること

は確かでございます。そこで，わざわざ現物を持っている必要がないものにつきましては，

事案の実態も見まして，例えば写真に撮れば足りるものは写真に撮るだろうし，もう少し

死体に準ずるような厳密な形で証拠保全をしなければいけないものはそういうことのやり

方があるかもしれません。保管が不便な証拠物については，そういうやり方で証拠価値を

保全して返していく，返せるものは返す，直接必要がなさそうなものは思い切って返すと

いうこともあるかもしれませんし，どんどん返していくということも考えなければいけな

いだろうと思います。

次に，記録なのですけれども，紙は恐らく１００年はもたないのだろうと思うのですね。

再審事件とかの非常に古い事件の記録は，手に触るのが怖いぐらいのものというのがあり

まして，裁判所から借りても「御注意ください」とか言われるのがありますので，そうす

ると，捜査，その後証拠として必要のないようなものは処分していくということも必要だ

と思いますし，他方必要なものはきちんととっておくということが，また大事なことであ

りますので，それをどういう媒体に置き換えるのがいいかとか，そういう実務的な技術的

な検討もこれからしていかなければいけないことになるのかなと思うわけです。

そんなふうに，実務的には恐らくこれから被害者の心情というものを十分に，どう尊重し

た対応をしていくのかというところと，片や合理的なところまで削り込んでいかなければ

いけないという二つの，もっとあると思いますけれども，いろいろな要素を勘案しながら

検討していかなければいけない問題があると思いますが，いずれにしても，どこかの段階
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で事件を終わらせていくというやり方になっていくということになると思うのですが，そ

ういう考え方が今回の時効廃止の趣旨に合うのかどうかとか，あるいは現行刑訴法の解釈

の関係で何か問題が出てくるかとか，何かございましたら，この際ちょっと御意見をいた

だいて，また今後の実務的な検討に役立てたいと思うところでございます。

● 実務上の課題ということだと思いますが，１点は捜査をどこかで打ち切るということで，

もう一つは証拠物とか記録の保存のことですが，最初の方の御趣旨は，被疑者が特定され

ていなくても送検をしてもらって不起訴処分にする，こういうことをお考えなのですか。

● 被疑者の死亡みたいな場合が典型ですけれども。

● それは被疑者が特定されていますよね。それはいいのですけれども，特定されていない場

合はどうですか。今でも被疑者不詳だけれども送検して不起訴にする場合があるのですか。

● あります。

● そういう形で対応することを考えてもよいのかどうか，実務的な視点からの問題提起です

けれども，理論的にどうかということも御質問がありましたので，理論家の方から御発言

いただければと思いますが。どうぞ，どなたでも。

● 実務上の御趣旨は理解しました。実質的に捜査を終結し手続を打ち切る手段として，現行

法の制度としては，検察官の事件処理の一つとしての不起訴処分があると思います。捜査

は何のためにやっているかといえば，若干例外はありますが，捜査の目的は将来公訴を提

起し公判を遂行して判決を得る。その目的のために捜査すなわち，犯人を探索し証拠を収

集する活動をしているわけです。○○委員がおっしゃったような，どう考えても事実上被

告人となるべき犯人は死亡しているであろうというような長期間たっているということは，

言い換えれば，およそ公訴提起と公判の遂行が事実上不可能になっているわけですから，

これを目的とした捜査も，もはや目的を失いやっても仕方がないと考えるのが自然だろう

と思います。公訴提起と公判の遂行がおよそ不可能である被疑者死亡による不起訴処分の

場合と同様に，長い年月がたった事案について，もはや公訴提起の見込みがないというこ

とで不起訴処分をするということについては，現行法の解釈適用として特段の問題はない

ように思います。

それからもう一つは，捜査でそれまで収集した証拠をどうするか。これは同じ理由ですけ

れども，もはや公判で使用するということがおよそ考えられないという時間がたっていれ

ば，不起訴処分に伴ってそれも廃棄するというのは特段，刑訴法の解釈上は問題点がない

ように思います。ただ，事件を再起することはあるかもしれないという時期はまた別です

けれども，最終的には先ほどおっしゃったようなことをされても，それは時効が無期限に

存在するということとは独立に考えられる措置であろうし，問題はないと思います。

● そうしなければならないというものではないということですね。不起訴処分ですから，今

言われたように再起ということは理屈の上では可能なので，事実上そこでクローズしてい

るだけで，時効期間が延びるとか廃止されるということとは，理屈の上では矛盾しない。

● はい。時効が廃止されれば，理論的には公訴権は一定の犯罪類型については無期限に存続

する。いわゆる抽象的な意味での公訴権はその罪については未来永劫存在しているわけで

すけれども，それを個別具体的な事案に適用する場合の公訴権の行使については，その権

限を有する検察官が合理的な理由に基づき不起訴処分という事件処理を行い，事実上捜査

を終結させるということができるでしょう。これについては理論的には問題はないと思い



31

ます。

● 分かりました。ということですが。

● 確認なのですけれども，先ほど○○委員がおっしゃった例といいましょうか，恐らく間違

いなく被疑者は死亡しているであろうという，そういう時点で不起訴処分というのは恐ら

く問題はないのだろうとお聞きしましたけれども，捜査が事実上もうやるべきことをやり

尽くし，全く進展がない，止まっている。もうこれ以上捜査を続けても，恐らく実質的な

意味は得られないだろうというような展開になった時点で，例えば警察から送致をし，検

察官において不起訴処分にする。時効はありませんので，あるいは延長されているので，

犯人が判明した場合には再起ということも含めて，今の刑訴法上問題はないと考えてよろ

しいのでしょうか。

● 今の点，どうですか。

● 私の先ほどの説明は，捜査の目的という観点から立ち返って考えてみると，その目的の主

要部分は，犯人を特定しその人を刑事訴追して公判を実行する，それが目的であるとする

と，事実上そのような見込みがおよそ立たないという場合であれば，捜査をする目的が失

われていることになりますので，それを終結して，その終結の方法として不起訴処分とい

うのは可能ではないかと思います。ただ，○○委員の挙げた事例というのは，およそもう

生きてないだろうというのが被疑者死亡に匹敵するということだったとは思いますけれど

も。

● 私は二つ申し上げたつもりでおったのですが，被疑者死亡に準ずるものというのは，いわ

ば最後の打ちどめ状態でありまして，そこに至らないものはケース・バイ・ケースで，い

ろいろなものがあるだろうという形で，私さらっと申し上げてしまったのですけれども，

正にもう本当に事件というものは犯人性，犯罪性，いろいろなものがありまして，でも逆

に言えばこれ以上捜査をやることが何もないという状態に達してしまうということもある

とは思うのです。ただその場合でも，何もないという判断をするのはとりあえず第一次捜

査機関における判断の話でありまして，何もないかどうかというのは，その事件の社会的

影響とか，いろんな周囲の状況でまた一概に言いにくいところがございます。ただそうい

うもろもろの事情を考慮しても，これはおよそ訴追は無理ですねという場合になったとき

に，いったんその捜査を区切るというやり方は当然あるだろうと思います。そのときには，

改正の趣旨に従って万が一に備えた最低限のといいますか，合理的範囲の記録等の保存は

当然必要になってくるだろうなということであります。

● 私は実務家でないので，○○委員が最後におっしゃったような状態とか○○委員がおっし

ゃったような状態というのが実際にどういう状態なのかというのが，そう言い切れる事態

というのがよく分からないのですが，もしそういう事態があるとすれば，先ほど申したと

おりで理屈としては同様に考えられると思います。

● 今のような廃止ということになると，捜査がやるべきことはやり尽くして，しかるべきと

きに必要なものだけ残すと言われてしまうと，後で出てきたときに，それこそ３０年ぐら

いして私が犯人ですと出てきたときに，少数の証拠で裁判をやられると，それこそ被告人

の有利なものもなくなってしまう可能性があるので，私は廃止は反対ですけれども，もし

廃止するのなら，あるとき突然出てきたときのことも考えていただきたいなと思いますけ

れども。
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● 一方の立場に有利な証拠だけを残すとか，そういう趣旨ではございませんので。必要な証

拠として価値がある必要なものは保全するけれども，その段階での事件の捜査の結果を踏

まえて，明らかに持っておく必要がないというものもきっとあるはずです。そういうもの

は，合理性の観点から証拠価値の保存の仕方も考えたりいろいろして，合理化する，省力

化，省スペース化するとか，少量化する。そういう努力は当然必要だろう。そういうこと

を言っただけです。

● その価値があるという判断が，捜査側の判断と防御側の判断とは違うと思うのです。です

から，私は反対ですけれども，もし廃止するのなら，生きている間はあるものは残してい

ただきたいなと，弁護側としては思います。だれが考えても死んでいるというのなら，そ

れはしようがないと思いますけれども，どこかで突然私が犯人ですと出てくる場合に，も

う必要最小限と思った証拠しか残ってないということになったら，幾ら証拠開示してもら

っても，我々としてはなかなか厳しいものがあると思います。

● 言い方がちょっと誤解を招いたかもしれません。基本的に証拠価値があるものをなくすと

いうことを言っているつもりはなかったのです。紙でずっと捜査報告書を山ほど持ってい

るものを，何かもう少し小さくする形とか，そういう工夫が必要になってくるのではない

かということを私は申し上げたつもりです。

● それはマイクロフィルム化するとか，そういうことでしょうか。

● そういうことも含めて。電子情報化を活用するとか。

● そういうことであればいいですけれども。

● 御心配はよく分かります。検察官として証拠価値がないだろうと思って切り捨てられては

困り，十分防御上の可能性というのを視野に入れて，どの範囲でどういう形で残すのか，

あるいはどういう形で処置するのかを考える，そういう問題ですよね。

● おっしゃるとおり，なかなか御理解いただけるかどうか分かりませんけれども，何も死体

が上がったら全部起訴するためだけに捜査しているのではなくて，ちゃんと事案の実態が

どちらなのかということを見るために捜査をするわけですので，そういう目で，もちろん

証拠はちゃんと，保全すべきものは保全しなければいけないのは，それは当然のことでご

ざいます。

● 問題は要するに，捜査の一応の打切りの話と証拠等の記録の保存の問題があって，打切り

については，理屈の上では，いつ打ち切っても悪いということはない。訴訟法的に違法だ

というわけではないと思うのです。ただ，それは怠慢だという批判を浴びたり，検察審査

会に持ち込まれて問題にされるということはあり得る。そういう問題だと思うのです。理

屈の上では，そんなに難しい問題ではないと思うのですけれども，実際上の扱いのところ

で，かなり実質的な判断を要する問題だと思います。○○委員，犯罪被害者の立場から見

ると，今の点はいかがですか。

● 実際問題として，廃止された場合には，今までと同じような，最初の初動と同じような捜

査に人員を力を注ぐ，これは不可能なことだと思います。次から次へと新しい事件が発生

しますから。だから，そうなりますと記録を一体どうするのかという問題が起こると思い

ますが，だれが考えてももう犯人は死亡しているだろうということがはっきりした場合に

は，運用で記録を何とかする，あるいは別の決定か何かですが，それはやむを得ないので

はないかと思います。お話があったように，世田谷事件なんかはこの部屋の半分ぐらいを
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証拠が占めるというのですけれども，それは永久にそうしておいていただくというわけに

もいかないと思います。だから，それをいつどういうふうにするかということについては

運用ではありますが，何らかの決定があった方がはっきりはするかなとは思います。証拠

自体は，これは仕方がないだろうと思います。いつまでも１００年も２００年も置いてお

けというわけにはいかないですから。

● 分かりました。ほかに関連して，何か御発言ございますでしょうか。

● 証拠品等の保管の問題が出ましたので，１点ちょっと申し上げたいと思いますけれども，

今も警察署には証拠品というのはかなりたくさん保存している状態にあるのですけれども，

例えば殺人事件なんかでは相当たくさんの証拠品を押収する。特に今，現場の資料という

のが将来にわたって大きな意味を持つという捜査になっていますので，例えば事件によっ

ては１年か２年ぐらいたった時点で千数百点の証拠品があるというような捜査本部もござ

います。ただ，捜査の進展によって全く犯人とか事件とかと関係がないということが判明

する場合がございます。そのようなものについては留置の必要がないと判断して，司法警

察員が送致前でも今の刑訴法の２２２条第１項で準用されております１２３条の１項，１

２４条の１項の規定によって還付あるいは被害者還付を行うことができます。問題は受還

付人が所在不明等でいないというような場合に，還付も被害者還付もできないという事態

が生じるわけでございまして，刑訴法の４９９条１項の還付公告の主体に司法警察員が含

まれていないということから，還付公告は行えず，したがって処分ができない。つまり証

拠として必要がないものについても持ち続けるという状態が今生じております。

例えばどういうケースがあるかというと，殺人事件の捜査の過程でＡさんとＢさんが容疑

者として浮上した。Ａさんの自宅について捜索，差押えを行って，例えば日記ですとかメ

モですとかレシートとかというものを押収した。捜査を進めていった結果，Ｂが犯人であ

るということが明確になってきて，Ｂが逃亡した。指名手配を打っているけれども，なか

なかＢが発見できないというような事態になって，捜査がすごく長引く。Ａについてはシ

ロの捜査がきちっとできて，その嫌疑が否定されるということで，Ａさんの自宅から押収

したものを返す，還付するという必要が出てくるわけですけれども，Ａがその時点で所在

不明だということで，もう返せないというケースがございます。あるいは他殺死体が発見

されて，被害者の居宅について捜索差押許可状で，アパートで関連の資料を差し押さえた。

ただ，その居宅がデリヘル嬢が多数同居しているところであって，他人のものもそのとき

に併せて差押えをしてきているというケースもあるのですけれども，その同居人について

はもう嫌疑はないということがはっきりして，それは返すという場合も，デリヘル嬢であ

るがゆえにもうそこにはいなくなってしまっている，警察の捜査との関連を嫌ってですね，

というようなケースが実際にございます。したがって，事件におよそ関係のないというこ

とが明らかになった資料の保管をずっと続けるというような，例えば髪の毛が付着したブ

ラシとか，いろんなものがありますけれども，保管を続けるというのが今の実態になって

おります。

公訴時効が廃止された場合には，押収物を保管する期間が理論上はずっと続くということ

になりますので，留置の必要がないと判断して還付ができないという場合に，そういう押

収物が増加してくる可能性があるかなと思っています。この保管が非常に捜査現場にとっ

ては過重な負担になる可能性がありますので，必要なものはやはり適正に保管していくと



34

いうことは当然なのですけれども，捜査上必要ない，事件には関係がないというものにつ

いては早期に処分していくということが必要になってくると思っています。こういう点に

ついて，どういう法制上ないし運用上の手当てが可能かということについて検討をしてい

ただけるとかなり助かるということでございます。

● 今の点について，事務当局は何かお考えがありますか。

● ただいま○○委員から御指摘のあった還付公告の関係ですけれども，押収物の還付公告に

つきましては刑事訴訟法４９９条に規定してございまして，還付公告の主体が検察官とさ

れております。しかし，ではどうして検察官とされているのかというところを見ますと，

歴史的な沿革によるところが大きいと思われます。この現行刑訴の４９９条は，旧刑事訴

訟法の５６０条をほぼそのまま引き継いでいるものでございます。旧刑事訴訟法のもとで

は検察官が捜査の主宰者とされ，司法警察官はその補佐機関とされており，基本的に証拠

物は検察官の手元に集まることとなっておりましたから，還付公告の主体を検察官として

おけば足りたのではないかと思われるところです。これに対しまして，現行刑訴では，司

法警察職員は第一次捜査機関として位置付けられておりまして，２４６条では証拠物は事

件とともに送致することとされ，事件送致までは証拠物が司法警察職員の手元に置かれる

こととなることから，旧刑訴法のもととは事情が異なっているのではないかと考えられま

す。そもそも司法警察員は，現行法のもとでも押収法の還付，仮還付，被害者還付を行う

ことができますし，それだけでなく，危険を生じるおそれのある押収物の廃棄を行うこと

ができるほか，没収することのできる押収物で滅失，破損のおそれがあるもの，又は保管

に不便なものについては，これを売却してその代価を保管することができることとされて

おり，押収物の処分権限が相当程度与えられているところでございます。

還付公告というのは，還付及び被害者還付の権限があるにもかかわらず，受還付人の所在

不明等によりこれらの処分を行うことができないという執行上の不都合を回避するため，

これらに付随するものとして認められていると考えられることからしますと，司法警察員

にも還付及び被害者還付の権限が認められている以上，その執行方法の一形態である還付

公告も行うことができることとするのが自然であると考えられます。このようなことから

すると，理論的には司法警察員が還付公告を行うこととすることも十分あり得るのではな

いかと考えております。

● ○○委員，手を挙げておられましたが。

● この問題はちょっと難しくて，ここの審議会でそこまで全部やってしまわなければいけな

いかどうかということを感じますが。

● 先ほどの実務上の取扱いの話に付随して，そういう問題があるという御発言で，それにど

う対応するかというのは，警察にとっては大きな問題であることは間違いないのですけれ

ども，どちらかというとテクニカルな問題のように思います。

● この問題を考える上での前提として，一つ質問があるのですが，４９９条で検察官が還付

公告できるということになっているのですが，捜査段階において検察官が還付公告する場

合も，この４９９条に基づいて還付公告をしているのでしょうか。

● 御案内のように，４９９条は「第七編 裁判の執行」に規定されている条文でございます

ので，捜査段階における還付公告の手続は，いわばこの４９９条を解釈上準用する形で行

われているものと理解しています。
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● 準用するというのは，どのような根拠で準用しているのですか。

● 「準用」と言うのがいいのかどうか，今の表現が適切だったかというのはございますけれ

ども，要は執行の編の規定であっても，捜査段階もこの規定で解釈上読めるという趣旨で

す。

● 分かりました。その上で，司法警察員に還付公告の権限を認めることについてですが，先

ほど○○幹事の御説明にもあったように，還付の権限がある以上は，その執行方法の一形

態である還付公告の権限も認めてよいはずだというのは，そのとおりだと思います。その

場合に何か法制上手当てをする必要があるのかどうかが次の問題になりますが，検察官に

よる捜査段階での還付公告についても４９９条で認めている根拠が，もし，裁判段階の還

付に関する規定が捜査段階にも準用されるからというものだとすれば，捜査段階では司法

警察官にも還付権限はあるわけですから，解釈として，４９９条を準用する形で，司法警

察員による還付公告を認めるという考え方もあり得るように思います。ただ，現在の実務

はそれとは異なる解釈を採っているわけですので，立法で明確に司法警察官員も還付公告

ができると定めた方が望ましいと思います。

● 実務上やられているのはやられている。それが４９９条１項との関係でどういう理屈でそ

うなっているのですかね。その規定の解釈で当然できるのだという考え方なのか，それと

も準用なのか。準用だとすると，○○幹事の言われる可能性もあると思いますね。ただ，

裁判の執行のところで検察官に限っているというのが特殊な意味を持っているとすれば，

当然にはそうならないということになります，仮に準用だとしても。その辺は恐らく非常

にテクニカルな問題だと思います。実質的に見て，やはりそこが抜け落ちており，非常に

不都合が生じているし，もし公訴時効を廃止あるいは大幅に延長ということになれば，そ

このところが実務上は，特に警察にとっては大きな負担になってくるということですので，

これは恐らく公訴時効を見直しということになった場合に，それに伴う問題として，法改

正によるのか解釈なのかは別として，何らかの対応をするということについてはあまり異

論がないのではないかと思います。ここではその程度のまとめにして，あとは実務的な観

点，それと法制的な観点で対応を考えていただくということにしてはいかがかと思うので

すが，それでよろしいでしょうか。

ほかに御意見がございませんでしたら，本日の審議はこの程度にさせていただきたいと思

います。今回の審議で要綱骨子案についての議論はかなり深めることができたように思い

ます。考えられる論点というのはほとんど出て，御意見の分布もかなりはっきりしたと思

います。

そこで次回は，積み残した議論等がもしあれば，いわば詰めの議論を行っていただいた上

で，できれば答申案についての決定というところまで行きたいと思っております。もちろ

ん今日の議論を踏まえて，なお皆様方から要綱骨子案に対する修文ですとか，あるいはこ

ういう案もあるのではないかということがありましたら，お出しいただければと思います。

これもこの前お願いしたように，もしそういうことがありましたらできるだけ早く出して

いただいて，皆さんがあらかじめそれを御承知の上でここに臨んでいただくというのが審

議の円滑な進行に役立つと思いますので，是非そういうふうにお願いしたいと思います。

そういうことで進行に御協力いただけばと思いますが，よろしゅうございましょうか。

● 私は一つ大きな誤解をしていたようです。遡及については，今度問題になっている罪名で



36

すか，これについてだけ１６年の「従前の例による」を撤廃するというか，こういうこと

なのですね。私は全部について１６年の「従前の例による」を撤廃してくれるのかとばか

り思っておりまして，そこに大きな勘違いがあったなと今思いました。例えばここに全部

致死ばかりですから，致死でない，前から言うような重大な傷害を受けて残っている人た

ちが，１６年改正の恩典を全く受けないというのはどうも不合理だなと思いまして，そう

いうことばかりだと私は思っていました。さっきの話を聞いて，これは自分の勘違いだっ

たなと思ったのですけれども。

● この骨子案の趣旨としては，今回見直しの対象とするものについてということです。その

点についても，もし御意見があれば次回お出しいただけばと思いますし，あらかじめ事務

当局の方に文書の形で御提出いただいても結構だと思います。もしそういう御意見があれ

ば，次回にまた議論するということでよろしいでしょうか。

今回はこのくらいで終わらせていただきたいと思います。

次回の日時場所について，説明をお願いしたいと思います。

● 次回の部会の関係では，２月８日月曜日の午後１時半から５時半まで，法務省ゾーン１７

階の東京高等検察庁第２会議室を確保してございます。

● 一応２月８日（月）午後１時半から５時半ごろまで場所は確保してあるとのことですが，

かなり議論は煮詰まっていますので，もし皆さんに特に強い御反対がなければ，開始時刻

を後ろの方にずらさせていただいて，午後３時半から開始ということにさせていただきた

いと思うのですが，よろしいでしょうか。

では午後３時半から，場所は検察庁ゾーン１７階の東京高検の第２会議室ということでご

ざいますので，よろしくお願いします。本日はどうもありがとうございました。

－了－


